






2ア メ リカ にお け る 「助 言 」 と 司法 審 査
3宣 言的 命 令 活 川 例,lfl法審 査,手 続 な ど
・1お わ りに
1は じめに
行政 機関が,私 人の行為 につ き,そ の所管す る法 令に照 らして,'11該行
為は適法 あ るいは違法で ある旨を私 人に告げる ことで,そ の行為を容認 ・
促進 した り,抑 制 ・是iEを図 ろうとす るこ とがある。 このよ うな活動 は,
行政 処分 と して行 われ ることもある1が,行 政 指導 と して行 われ ることが
通 例であ る。例 えば,コ ン ドルデ リンジャー事件2に お いて,警 視庁保安
(11例 え ば,風 俗 営 業 等 の 規 制 及 び 業 務 の 適IE化等 に 関 す る法 律25条 に)巳蒙つ く
「指 示 」。 「指 示 」 が 行政 処 分 とみ な され る こ と は,1司法41条 の3第1項2,,の 規
定 に よ り明 らか で あ る 、
〔2)東京 地 判II和51年8月23日 判 時826}ナ20頁り
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課警部が玩 具拳銃製造販売 会社 に対 して行 った 「玩 具拳銃(コ ン ドルデ リ
ンジャー)が 銃砲 に該 当す るので,販 売 中il:,回収等 の措 置をとるように
との 要請」 は,行 政指導 とみなされて いる1。
行政指導 は,「相 手ノ∫の任意の 協力 によってのみ内容が実現 され るもの」
「私人が従 いた くな けれ ば,従 わな くて もいい もの」 といわれてい る。確
か に,法 令よ り厳 しい規制に服す るよ うに要請す る行政指導 や,法 令に根
拠のな い負担 金 ・寄付 金を求 める行政指導 のよ うに,法 令に基づ く権利義
務 と関わ りのない行政指導 につ いては,ヒ 記のよ うな性格 付けがそのまま
妥 当す るで あろう。行政機関 は,行 政指導 の内容 を強制す るこ とはできな
い し,巾 請留保,給 水拒 否等のT一段 によ り,行 政指導 を実質 的に強 制すれ
ば,そ れは違法 とみな され,指 導 に従 うように強 要された私人は行政訴訟,
民`1事訴訟,国 家賠償 によ り救済 を求 めるこ とができる。
しか し,行 政機 関が,私 人の行為を法 令違 反である として,そ の是IEを
求 める行政指導 について も,「任意の 協力 によってのみ実現 され る」「私人
が従 いた くなければ,従 わな くて もいいもの」 とい って よいのであろうか。
このよ うな指導 に従 わなければ,法 令違 反によ り刑罰に処せ られた り,不
利 益処分 を課せ られる 可能性 がある。 指導 を受 けた者が指導 内容 が誤 って
いる(自 分の行為は適 法である)と 考えた として も,そ の考えを貫 くため
には,刑 罰等の不利益を被 る可能ri:をtr受しなければな らない。 これはあ
ま りに リスクが大き く,通 常であれば,渋 々で も行政指導に従 う方を選 ぶ
だろ う。
法 令適川 事前確 認1一続(bF成13年3月271i閣 議決定)1の 回答につ





いて も,同 様の ことが いえ る。照 会 した行為が,法 令に抵触す るとの回答
が あ った場 合5,こ の解 釈 に異論 があ った と して も,刑 罰 に処 せ られ る
(とともに,社 会的批判 にさ らされ る)リ スクを冒 してまで も,照 会 した
行為を行 う者が,ど れ ほどいるだろ うか。
このよ うに 「個別的行政解釈」(本稿では,「行政 機関が,私 人の行為に
つ き,'[i該機関の所管す る法 令に照 らして,適 法 あるいは違 法であ る旨を
私人に告げ る行為で あって,行 政処分 に該当 しない もの」 を,こ のよ うに
1呼ぶ ことにす る 吟,と りわ け,私 人 の行為が法 令に照 らして違法 であ る
(5)例えば,「家i三より管理費として 一定の金員を収受 し,対象となる建物につい
て,空 室が発生 した場合に,家1三に家賃の9割 相1額 あるいは,全額相当額を金
銭給付する業務を行うにあたり,保険業法第3条 第1項 に基づく免許は必要か」
という照会に対 し 「空室の発生やその解消は,契 約締結時に契約者双ノ∫にとって
確定 されていない駐拝山によって生じるものであり,かつ照会者の建物維持管理業
務等によりその結果を ・ニtin.t:にlll!避することは困難なものといえる。よって,照 会
者が行おうとする業務は保険業法第2条 第1項 にいう 「保険業」に該当しないと
は諄えず,1該 業務を内閣総理大臣の免許を受けずに行った場合は,保 険業法第
3条第1項 に違反 しないとは言えない」とp,1された例(「行政機関による法令
適川`}`lii∫確認 手続 の実施状況調査の結果」 いF成18年度)5頁http://www.
soumu.gojp/gyoukan/kanri/pdf,word/kakunin/heisei18_honbun.pdf)があ
る。







本文でも述べたように,法 令外の(法 令を超えた)規 制にlll+fすることを求める行
政指導によりよく妥当するからである0
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旨の個 別的行政解釈 丁は,ヒ 記の ように,私 人の行動を実質的 にコン トロー
ルす る効 果を持つ。
コ ン ドルデ リンジャーIl`件では,玩 具%」s;銃製造販売 会社の代 表が,銃 刀
法違反 によ り起訴 されたため,コ ン ドルデ リンジャーが銃 ノJ法に違反す る
もので はないことが明 らかにな った。 このよ うに個別的行政解 釈が誤 りで
あること もあ りうる。 この場 合,私 人は誤 った個 別的行政1舶{釈によ り,本
来適法 に行えるはず の行為が行えない とい う不利益を被る ことになる。
しか し,個 別的行政 解釈は,行 政 処分ではないので,そ れ 白体は抗 告訴
訟 の対象にな らず,法 令違 反によ り起訴 され るか,法 令違反を理山に別途
不利益処 分を課せ られ,そ れに対す る取消訴訟が提起 され るとい う場 合で
ない限 り,裁 判所の審ii:を受け ることはなか った。 先に述べたよ うに,刑
`1事罰や不利益処分の リスクを冒 して,私 人が個別的行政解釈を了トうことは
ほ とん ど考え られない。それゆえ,多 くの個別的行政解釈は,法 解釈につ
いて最終的権限を 有す る裁判所 によるチェ ックを うけない まま,私 人の行
動 を実質的に コ ン トロー ル して きたのであ る。
2004年の行政81事件訴訟法 改il:(改IE行訴法)に おいて,処 分以 外の行
政活動 について もii』法救済の対 象とす るべ く,1司法4条 の'11'1堵訴訟 に確
ll忍訴訟が明示 され たことで,個 別的行政解釈 も,刑'!}訴訟 丁一続や不不ll益処
分の取消訴訟 を待 たず に,直 接 司法審 査の対象 となる可能性 がでて きた。
しか し,2005年4月の改,-i1=.T1'訴法施行か ら3年 以 ヒを経過 した現 在に至 っ








訟 によ り,個 別的 行政解 釈を争 うことができ るのか,で きるとすれば,ど
の ような場合 にできるのかについては,依 然 として不明確なままであ る。
本稿 は,ア メ リカにおける個別的行政 解釈へのlfl法審査 と宣 言的命令に
つ いて検討す ることで,わ が国の個 別的行政 解釈の 司法統制について考え
る ヒン トを得 ることを意 図 した ものであ る。
本稿 でい う個別的 行政解 釈 は,ア メ リカ行政法学 では 「助 口」(advice,
advice-giving)1呂1とい う枠組 みで語 られ る ことが 多い"。 「助 「詞 には,
司法審 査の対象 となる もの とな らない ものがあ り,そ の境界を画す るのが
成熟性(ripeness)のイ1無であ る。 そ こで,次 節で は,「助.Jが どの よ
うな ものであるかを,い くつかの例を挙げて素描 した後,代 表的判例 を通
じて,「助 劇 の性 格 と成熟性 の関係につ いて検 討す ることとする。 続 い
て 「助.Jの 最 もフ ォー マルな形 態で あ る 「宣1㌃的命 令」(declaratory
order)について,概 念,活 川例,Ifj法審査,発 給 手続,,.ii_,的命令 申請
権 の観点 か ら検rす る。 最後に,以 ヒの知 見を もとに,わ が国の個別的行
(8)助 言 の 他 に,「 個 別 指 導 」(individualguidance),「個 別 解 釈 」(illdividしlal
interpretation),「行 政 指 導 」(agencygtiiclance)とい わ れ る こ と も あ る 、,参照,
2CHARLi粥H.K()cH,ADNIIN[sTRA・rivELAw:1¥UPRAcTlcE38-39(1985)、、 な お,
こ れ ら は 講 学Lの 名 称 で あ っ て,実 務1.は,行 政 機 関 ご と に,「 勧 告 的JL解 」
(advisoryopinions),「所 管 事 項 に 関 す るIL解 」(jurisdi〔・tio1M改lopinions),「宣
1;的決 定 」(declaratoryrulings)など 名 称 で 呼 ば れ て い るBumeleV.Powell,
Sinne's,8召1,ρ〃cant.s,αηdSα η1ω血 ηs渦8ρ ηぐ、,ハdこ,どeραP'η9'1沼 ρ'α"oη'o
Section554(ρ)of亡んρAdministrant,ρProeρdαrρArt,63N.C.L.Rev.339,3i4
(1985)。Powellはこ れ ら の 名 称 を 政 府 全 体 で 統 一す べ き で あ る と1三張 し て い る
Zl1(j
(9)アメ リカ に も,わ が 国 の 行 政 指 導 に 相 当す る よ う な活 動 が な い わ け で は な い 。
セ オ ドア ・J・ ロ ウ ィ 『1`1由1三義 の 終 焉 』(1983年)の162頁の 労 働 条 件 監 督 官
と雇 川 膏の 会 話 か ら,覚1陰 とそ の 実 施 に至 る プ ロ セ スは,わ が 国 の 行 政 指 導 を 彷
彿 と させ る もの で あ る,
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政解 釈の 司法統 制について,若r一の考察を試みた い。
2ア メ リカにおける 「助 言」 と司法審 査
助言 の具体例
ア メリカにおけ る 「助ii」制度の うちで,わ が国で最 も有名なの は,証
券取 引 委員 会(SecuritiesandExchangeCommission)のノーア クシ ョ
ンレター制度1°であろ う。 これはわが国の法令適川事 前確認制度のモ デル
とな った もので,私 人が委員会の職員に,1`1分があ る特定の活動を行 った
場 合に訴追 される 可能性 があ るかを問い合わせ,職 員は,'li該行為が容認
で きる もの と考えれば,「'i1該行為 を行 った ことによ り,訴 追す る意図は
ない」 旨のrl}面を交付する とい うものであ る。 この 書面は職員の助 言に過
ぎず,委 員会がこれに拘 束 される ものではないが,偽 りを述べて取得 した
場 合を除 き,ノ ーア クションレターを取得 した者を委員会が訴追す ること
はない。 さ らに,裁 判所 も,法 解釈に際 して,ノ ーア クシ ョンレター に常
に注意を払 っているため,ノ ーア クションレターは,法 の 重要な一部となっ
て いるとい う唖。
また,内 国収税庁(lnternalRevenueService)の川いて いる個別通 達
(revenueruling)ll」1も彩ヒ練 された シ ステムで あ り,毎 年20000件に も及
ao》 ノ ー ア ク シ ョ ン レ タ ー に つ い て は,常 岡 孝 好1ノ ー ・ア ク シ ョ ン ・ レ タ ー の 法
白く」胴k量鷺 〔1〕 ～[VI●JG1」fiJFill夢行'1}rk務1578・1580・1581・1585～1587}ナ
(2001・2002年)が 詳 し い 。
Ill)2KOCH,Supranote8,at39.
q2)内 国 収 税 庁 の 個 別 通 達 に 関 し て は,ERNEsTGELLlioRN&RoNALDM.LEvlN,
ADMINIsTRATI、'EL.、w.、NDhltU('1:NtiINitir.NuTsHELL191-92(5th.ed2006)に
よ っ た 。
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ぷ通達 を発 して いる。 これには支局の職 員によ って作成 され る個別,1}面回
答(privateletterruling)と,本庁(Commissioner'sOffice)の承認を
得て作成 され,公 表 され る通 達(ruling)の種 類が存在する。 数 と して
は圧倒的 に前者のノ∫が多い。 公表 される通達 は,内 国収税庁の政策の表明
であ り,納 税 者はそれに依拠 す ることがで きるが,ll}ll[illll答については,
特定 の納 税者に宛 てた ものであ って,他 の納税 者は,た とえi司様の 事例で
あ って も,こ れに依拠 す ることはで きない。その理山 は,ヒ 級 レベ ルでの
検 討を経 た ものではないか らであ る。 書面1111答を先例 と して引川で きない
ことは,法 律に明記 されてい る μ。
さ らに,連 邦取 引 委員会(FederalTradeCommission)のよ うに,行
政機 関を拘 来す る個別的助riや法解釈を提示 して いる行政機関 もあるi
連 邦取 引委員会では,職 員が私人の意図す る行為の説明 に対す る1L解を準
備す るが,「助,i的見解」(advisoryopinion)として,il:式にこれ を採択
するのは委 員会rl身であ る。 これ らの 見解 は,当 然 のこ となが ら,行 政機
関の法(agencies'law)の重要な一・部 とな ってい る。
このよ うに,助1亨はさまざまな レベ ルで発せ られる。最 もインフォーマ
ルな もの と して は,① 法律 専門家 ではない職 員が,電 話や,1芋面での問い合
わせ に答え る ものが あ り,よ り専門的で難 しい問題 につ いては,② 行政 機
関に所属する法律 劇 円家が対応する。 さ らに,新 たな問題や 重要な問題は,
③行政機 関の法律顧問(generalcounsel)等へのnri会,場合 によって は,
④長官,委 員会等へ の照 会がな され,助 言が 与え られ る弔。 後で詳 しく述
べ るが,助 言が どの レベルで発せ られた ものか とい うことは,そ れ に対す






ア メ リカ法 にお いて,行 政の行 為の 司法 審査11"を求 め るには,① その
行 為が審 査 可能(reviewability)であ る こと(制 定法 に よ り司法審 査が
排除 され ている ものではない こと,行 政 裁 量に1:面的に付託 されてい るも
の ではない こと),② 司法 審査を 巾 し、'f.てる者が原 告適格(standing)を
イ∫す ること,③ 訴 訟の タ イ ミングが的確で あ るこ と(こ れ は,③ 一1行政
救済 の,:.ILr(exhaustion)③一2行政 の行為 の最 終性(finality),③一3成
熟性(ripness)からなるIT),④訴 えの利 益が消滅 してい ない(moot)
q6》APAは.「 司法 審 査 の 手続 の 形 式 は,制 定 法 が 定 め る 裁 判所 に お け る'i1該訴 訟
物 にか か る個 別 法 制 定Lの 審 査 手糾置(specialstatuしo!'_y1'PVIPWproceeding),又
は,そ れ が 欠 け て お りrTしくは 不 適"iであ る場 合 に は,管 轄 権 を 有す る裁 判所 に
お け る,宣1ζ的 判決,禁 止 的 又 は 作 為 的 イ ン ジ ャ ン クシ ョン,ヘ イ ビア ス ・コ ー
ハ ス を 含 む ,適 切 な訴 訟(applieablerormoflegalaction)形式 とす る 」 と 規
定 して い る(5U.S.C.§703)、,講学i-,「個 別法 制 定 ヒの 審 査1三続 」 に よ り行 わ
れ る 司法 審 査は,「 個 別 制 定 法isのld法審 査」(statutoryjudicialreview),「1固
別 制 定 法Lの 審 査 」三続 ・… ・・が 欠 け て お り 若 し くは 不適 切で あ る場 合」 の 「適 切 な
訴 訟 形 式 」 に よ り行 わ れ る 司法 審 査は 「判例 法1:の司 法審 査!(nonstatutoryju-
dicial1'E'VIE'W)と呼 ば れ て い る。
q7)行政 救 済 の完r,最 終ri,成 熟 性 の 「 モつ の 原 則 は,行 政 過 程 に 対す るriけぎ
る 司法 介人 を防il:する とい うIt:通のiI的を 有す る。 これ ら り は それ ぞれ,憲 法
に よ る政 府 各 部門 に 対 す る 決定 責 任 の 配 分,さ ま ざ ま な法 律 の 中 に 見 られ る議 会
の 意 思 の 尊 重,裁 判所 の能 力 や 限 られ た 資 源 に関 す る配 慮,重 要法 的 問題 を必 要
もな い の に 未確 定 な状 態 に お い て お く こ とが 大 きな 弊 害 を もた らす と い う認 識,
市民 の 憲 法L法 律isの権 禾llを保 護 す る とい う裁 判 所 の 責任 を 複 雑 に組 み 合 わせ た
もの のi二に 成 り疏 っ て い る。 こ れ ら モつ の 原 則 は 大 き く 贋な り合 い,時 に は,分
離 で きな い も の と な る。」 例 え ば,TicorTitleInSUranceCo.V.FTC,814F.2d
731(D.C.Cir.1987)にお い て,コ ロ ン ビア特 別 区 巡 回 控 訴 裁 判 所 は,連 邦 取 引
委 員 会 の 訴 訟 提 起 が 違 憲 で あ る 旨の 宣 言的 判決 を求 め る 訴 え を退 け た が,こ れ に
関 与 した3人 の 判 事 は,そ れ ぞ れ,行 政 救 済 の 未r,最 終 的 行 為 に 該,,.1しな い こ
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こ ととい った訴訟 要件181を満た して いる必 要がある とされてい る1㌔
これ らの中で,助 言の 司法審査を求 める場 合,問 題 となる訴訟要件は,
「最終性」 と 「成熟性」 である。
と,成 熟 性 の 欠 如 を 理 山 と して あ げ た2R!CHARDJ.PIGIt('1:,JR,ADNHNIsTRATiV卜:
LAwTREATIEsllO5(2002).
q8)ア メ リカ 法 に お け る訴 訟 要件 は,わ が 国 の 行 政 事件 訴 訟 にお け る訴 訟 要 件 とは
性 格 が 異 な る。 す な わ ち,「 ア メ リ カ 法 に お い て,訴 訟 要件 と は,Threshold
questions(入りli問題)と1呼 ば れ る よ う に,訴 え の最 初 の 段 階 で ス ク リー ニ ン
グす る作 業 を指 す 。 そ して,連 邦 法 の ス ク リー ニ ン グ作 業… … の 結 果 が 集 積 して,
審 査 対 象性,成 熟 性,原 告適 格,訴 え の 利 益 の 事後 消 滅 と い っ た 訴訟 要 件 論 が 形
成 され て き た の で あ る(言 い換 え れ ば,包 括 的 な 立法 政 策 と して は め られ た 枠 で
は な い)。 … … お よそ 本 案 で 勝 訴 す る(つ ま りrightofreviewが成 、γす る 余地 の
な い 訴 え で あ る こ とが,容 易 に 定 型 的 にわ か る な らは,直 ちに 訴 え を却 ド
す る の で あ る。 これ は,も っ ぱ ら訴 訟経 済 の 観 点 か ら,本 案 審 理 と連 動 して,裁
判所 自身 の 自 、励 勺判 断 と して 行 われ る。 必 ず し も行 わ れ ず と も よ く,本 案 審 理 に
入 って 棄 却 して もよ い 」 中 川 丈 久 「行政 訴 訟 に 関 す る 外 国 法 制 調 査 ア メ リ
カ(ド)-1」ジュ リス ト1242号96頁。
(19)ただ し,個 別 制 定 法t:の司法 審 査 につ い て は,制 定 法 の 規 定 に よ り,こ れ らの
要 件 が 変 更 さ れ る こ とが あ る。 例 え ば,「 制 定 法 の 中 に は,さ ま ざ ま な 規 則 を
『行 政 機 関 の 行 為」 と して い る もの が あ り,そ れ らは,APAに 基 づ く司法 審 査 に
お い て通 常 要 求 され る具 体 的 効 果 を 欠 い て い て も,直 接 司法 審 査 の対 象 と な る。
この よ うな 規定 が な い 場 合,あ る規 則 が,原 告 に 対 して,そ の 利 益を 害 し又 は 一t
す る お そ れ の あ る よ うな 形 で 適 川 され る こ と に よ り,紛 争 の 範 囲 が よ り処 理 しや
す い 程 度 に 縮 減 し,事 実 関 係 が 明 確 に な る ま で,1該 規 則 はAPAに 基 づ く司 法
審 査 に適 した 『成 熟 性 を有 す る』 行政 機 関 の 行 為 とは み な され な い の が通 例 で あ
る。(も と よ り,実 際 に 原 告 の 活 動 に 直 接 制 約 す る よ うな 実 体 的 規 則 は,そ の1三
な例 外 とな る場 合 に あ た る。 この よ う な 行 政 機 関 の 行 為 は,APAと は別 の 制 定
法 止の 審 査 が 規 定 され て い な くて も,直 ちに 司法 審 査 に適 した成 熟 性 を 有 す る も
の と み な さ れ る。)」Lujanv.NationalWildlifeFe(leration,497U.S.871891
(1990).
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最終性 とは,行 政機関の行為が ある案件の処理 につ き,最 終的(defini-
tive)なものであ って,1ワ備的(p1℃liminary)あるは暫定的(tentative)
な ものではない ことをい う。APAも 「制定法 によ り審 査可能 とされ る行
政機関の行為及 び他 に適 切な司法救済 ノ∫法 のない最終的 な行政機関の行為
は,司 法審査 に服す る。 直接的 に審 査11∫能 ではない,∫》備的,手 続的又 は
中間的 な行政機関 の行為 又は決定 は,最 終的 な行政機関の行為の審 査の際
に,審 査に服す る。」 と規定 してい る2"。この場 合の最終性 とは,個 別具
体的行為のみを意味す るものではない。例えば,行 政 立法の内容が確定 し,
lE式に制定 され た時点で,「最終的行為」 とみな されるsi。
成熟性 とは,司 法審査の対象 となる行為が,審 査にふさわ しい状態に至っ
て いる,い わ ば,卜 分 に煮L-uttまっていることである。成熟性の法理が認 め
られ るのは,「未成熟 な審理 をilll避す ることで,裁 判所が行政 機関の政策
に関す る抽象的 な不1司意 に巻き込 まれ ることを防tl:し,行政機関の決定が
1E式な ものとな り,そ の効 果が,訴 訟提起 者にとって具体的 な ものとなる
まで,司 法 の介入か ら行政機関を保護す る」,.,ところにあ るとされてい る。
この最終性 と成熟性 は,別 個 の要素と して扱 われること もあるが,最 終
性が成熟性 の一 部と して扱 われること もある脚。成熟性 に関す る リーデ ィ
ングケースであるAbbottLaboratoi°iesv.Gardner・,387U.S.136(1967)
で も,最 終性 は成熟性 と併せて扱われてお り,さ らに,"ripe","ripeness"





IZ31要す る に 審 査 の タ イ ミ ン グ に つ い て の 諸 要 素 を,ど の よ う に 整 理 す る か と い う
問 題 で あ り,「一ど う 扱 う か は,好 み の 問 題 で あ る 」 中 川 前 掲 論 文 注(18),100頁。
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慮 され て いる要素 は"ripe",unripenessとい う1亨葉が 川い られ てい る判
例 と,本 質的 な違 いはない判決 もある'_'1。本稿で は,記 述 の都合 もあって,
























「FDA」とい う)長 官 によ り制定 された,薬 品の 表示を め ぐる規則が争わ
れた ものであ る。
1962年の連 邦食品医薬品化粧ll重11法(FederalFood,DrugandCosmetic
Aet)改正によ り,製 薬会社は,処 ノJの レベ ルその他の印刷物 の前面に,
薬品のil:式名称を,商 標名の少な くとも'卜分の大 きさで印刷す ることが求
め られた。 正式名称は,健 康教 育福祉長官 によって指定 され るが,通 常は
'置1核薬llllが売 りに出 され た際の商品 名とされた。FDA長 官は,委 任 され
た権限 に基 づき,「処 ノ∫薬の ラベルに,商 標 名あるいはその成分 が記載 さ
れ る場 合,そ の商標名の表示 ごとに,そ れ に対応す るil:式名称を付 さな け
ればな らない」 旨の規則を制定 した。 同様の規制 は処 方薬の宣伝 にも及ぶ
もの とされた。
薬晶業者及 びその 業界団体 は,こ の規則が法の 与えた権限を越えた もの
であ るとして,訴 訟を提起 し,差tl:命令 ・宣,納 判決による救済を求めた。
地 方裁判所 は原 告勝訴の判決 を ドしたが,控 訴裁判所 は,連 邦食品医薬品
化粧品法 に規則の 執行 前審 査を認 めた規定が な く,本 件 には司法判断 に適
す る法 的な問題 に関 する現実のeftい(actualcaseorcontr・ovei・sy)がな
いので,行 政 手続法,宣 言判決法 による救済 も認 め られ ないと して,訴 え
を却 ドした。
最 高裁判所 は,連 邦食品医 薬品化粧品法 は本件 規則 に対す る差iL命令 ・
宣,酌 判決 による救済 を禁ずる ものではないが,救 済 を受 けるには成熟性
が必 要であ ると した。 そ して,成 熟性 の 要件 と して,(1)「争点の 司法 判
断適合性」,(2)「司法審 査を差 し控え ることによ り,'11事者が受 ける不利




点 は法的 な ものであ って 事実 問題ではな く,し たが って,さ らなる゜1`実の
展開が な くて も,司 法 判断に適 す る状 態にあ り,さ らに,本 件規則が行政
の最終的行為 であるこ と,(2)本件規則は即時に効ノJをイ∫す る もので ある
か ら,製 薬業者が本件 規則に従 うな ら,薬 品の ラベル,公 告,販 促品等の
印刷物をすべて廃 棄 し,新 たなラベル等に差 し替えなければな らず,膨 大
な コス トを要す ること,製 薬会社が自 らの解 釈に従 って,本 件規則を無視
すれば,刑'抑 勺民 事的制 裁にさ らされる ことな どを理山に,本 件規則は 司
法審査の対象 とな ると判示 し,控 訴 裁判所 に31事件を差 し戻 した。
AbbottLaboratories判1喪の:つ の基準か ら,(1)∵f}点が 司法判断 に
適 さない ものであ る場合(司 法審 査の対象 が最終性 をイ∫さない場 合,事 案
がよ り具体化す るのを待 って 司法審 査を行 った方が適 切である場 合)や,
(2)'司法審 査を差 し控 えた と して も,'`1事者が大 きな不利 益を受 ける と
はいえない場 合な どは,成 熟性 は認め られ ないことになる ∫。 このよ うな
熟 性 の イ∫無 に つ い て は 「(1)司法 審 査 の遅 延 が 原 告 に 不 利 益 を もた らす か,(2)
司法 の 介入 が,将 来 の 行政 活 動 に 対 す る不 適 切 な 「渉 と な らな い か,(3)提 示 さ
れ て い る論 点 に つ き,さ らな る'1`実関 係 の 進 展 を 待 っ た 方 が,裁 判 所 に と って 育
益 で は な い か,と い う こ と を 考 慮 しな け れ ば な ら な い 」 と 判 示 して い るOhio
Fol℃stryAss曾11V,Sier・aClub,523U.S,726,733(1998)。AbbottL.aborat,ories
判 決 も,成 熟 性 理 論 の 目的 は,「 未 成 熟 な 審 理 をllli避す る こ と で,裁 判 所 が 行 政
機 関 の 政 策 に 関 す る抽 象 的 な 不 同意 に 巻 き込 まれ る こ とを 防 止 し,行 政 機 関 の 決
定 がil:式な もの と な り,そ の 効 果が,訴 訟 提 起 者 に と って 具体 的 な もの とな る ま
で,ii」法 の 介入 か ら行 政 機 関 を 保 護 す る」AbbottLaboratoriesv.Gat・dner,387
U.S.at148-149こと にあ る と して い る の で,1:記(1)～(3)は,AbbottLalx〕-
mto1・ies判決 のIl∫確 認,あ るい は 再整 理 とい って よ いだ ろ う,,
⑳ 反 対 に,行 政 の 行 為 が,拘 束 力 を 有 さず,第.nに 与え る影 響 が 直接 的 で は な
くて も,そ れ が 基 本 的 人権 に影Sii'をtfえるtit.n.lft,裁判 所 は成 熟 性 を認 め て,司 法
審 査 の 対 象 とす る傾 向 に あ る と い う2PIERcE,JR,supranotel7,atIO95-96,例
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観点 か ら,成 熟性 が否定 された もの と して,以 ドの 事例が ある。
【事例2-2】ToiletGoodsAsslnv.Gardner,387U.S.158(1967)
この 事件 は,FDA長 官 によ り制定 された,行 政 調査 に関す る規則が争
われた ものであ る。
化粧品業 者団体 及び業 者は,FDA長 官の制定 した4つ 規則 が,着 色添
加物(coloradditive)1こ関す る連 邦食品医 薬品化粧 品法 改 　L:の付'∫した
権 限を越えた ものであ るとして,i;=:f命令 ・t1,判 決 による救済を求め
た。控 訴裁判所 は,規 則の うち,3つ は 司法審 査の対象 とな るとしたが,
「il:式の授権 を受 けたFDA職 員に対 し,着 色添 加物及 びそれ に山来す る
中間生産物 の製造 にか かる製造施 設,L程,方 式 について,自 山な調査
(access)を許す こ とを拒否 した場合,"i該職 員は,適 切な是iE措置が講
じられるまで,そ の者に対す る認証を直 ちに停 止す ることがで きる」 旨の
規則については,司 法審査の対象 とな らない と判示 したため,こ れ につい
て,化 粧 品業者団体等が ヒ訴 した。
最 高裁判所 は,規 則が最終的性 格を有す ることを認めつつ,規 則が11三当
化 されるか どうかは,議 会が このよ うな調査を授権す る特定の条項を設 け
ているか否かだけではな く,法 律全体がそのよ うな規則を制定す ることを
認めてい るか に もかか って お り,そ の 判断 には,FDAが どのよ うな執行
問題 にlll〔llliしているか,法 律の 目標を達成す るために どの ような監督 手法
が必 要か,一.i.tl:tな企業秘密を守 るために どのよ うな措置が講ぜ られ るか と
い ったこ とを検 討する必 要があ るとした。 したが って,現 時点 より,本 件
規 則が特定 の3f乎例に適 用 された段階のノ∫が,司 法判断に的確であ ると し,
え ば,BantamBooksv.Sullivan,372U.S.58(1963)にお い て,裁 判 所 は,ロ ー
ド ア イ ラ ン ド'f少 年 道 徳 推 進 委 員 会(RodeIslandCommissiontoEncc)urage
MoralityinYouth)が行 っ たliiii'頒布 禁iL勧 告 に つ き,成 熟 性 を 認 め た,,
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さらに,本 件規則 は,現 時点 で化粧 品業者に何 らかの行為を強い るもので
はな く,実 際に,調,:t_{fが発動 され た際 に,訴 訟 を提起 して も,人 きな不
利益を受け ることはな いといった理 由で,控 訴裁 判所 の判断 を支持 した。
助言 の成 熟性
1一記の 【事例2-1】と 【事例2-2】は規則 に関す る ものであ ったが,(1)
「争点 の 司法判断へ の適 合性」,(2)「司法審 査を差 し控 える ことによ り,
'且～`1堵が受 ける不利益(hardship)」で成熟 性の 有無 を判断す るとい う枠
組 みは,規 則以外について も変わ りが ない ㌔
助 言に対す る司法審査の際 に,特 に問題 とな るのが,そ の助iiを発 した
のが,ド 級の職員か,行 政機関の長か とい うこ とである。 ド級 の職 員の助
、㌃は,i級 レベル におけ る見II1〔しの対象 とな るの で,最 終性 を 有さず,
(1)「争点への 司法判断適合性」 を欠 くこ とになるか らである。
行政機 関の長ではな く,職 員が発 した もので あるということをisな理 山
と して,助ltの 成熟性 を否定 した`1`例としては,以 ドのよ うな ものが ある。
【事例2-3】Kixmillerv.SEC,492F.2d641(D.C。Cir.1974)
この州 牛は,証 券取 引委員会の職員が発 した,ノ ー ア クシ ョンレターの
司法審 査が求 め られた ものである。
ワシ ン トン ・ポ ス トの株1三であ ったKixmillerは,同社の顧問弁護 量二に
1972年株1三総 会にお いて,株i三提案 を行 う意図 があ るこ とをく1げ,この
提案 と説明 文r韮}を経営 側委任状 関係 書類(proxymaterials)に紅 み人れ
ることを要求 した。 しか し,ワ シン トン ・ポ ス トは証券取引 委員会法 人金
⑳ 例 え ば,最 高 裁 判 所 は,¥Tat.ionalParkllospitalityv.Departmelltoflnterior・,




1リLl}から除外す る意図 を告げ,そ の場 合で も訴追 されない ことの確認を求
め た。 原 告は これ に反 対す る意 見を提 出 したが,1972年3月,法 人金融
部 は,「ワ シン トンポ ス トがKixmillerの提案 を委任状説 明 書か ら除 外 し
て も,同 部 は委員会に訴追 を求 めない」 旨の 井簡 を発 した。原 告は委員会
に このIl舗の 再検討 を求 めたが,委 員会は見解 の見直 しも,聴 聞の開催 も
拒 否 したので,原 告はk記1韮鏑 の司法審 査を求 めた。
裁判所 は,llll三券取 引法52条(a)項 によ って 裁判所 にr-J一え られて いる
権限 は,委 員会の命 令(order)の審 査で あ って,委 員 会の職 員 は命 令を
発す る権限がない と した ヒで,委 員会 は職員 の見解 を見直すことを拒 否 し
ただけで,何 の命令 も発 してお らず,委 員会が調 査や訴訟提起 を行わない
とい う決定 は,司 法審査の対象 とな らないと して,訴 え を却 ドした。
【事例2-4】BiotiesReseal℃hCorp.v.Heckler,710F.2d1375(9thCir.
1983)
この 事件 は,FDAの 規 制 井簡(regulatory-letter)につ き,Biotics
ResearchCorporation(以ド,「Biotics社」 とい う)な どが,差il:命令
と宣 言的 判決 とによる救 済を求めた ものであ る。
Biotics社は,「 インターフ ェロンプラス」(lnterferon-Plus)とい うラ
ベ ルのつ いた薬を販売 して いた。FDAは 調査の後,同 社 に対 し,こ れが
連 邦法 に違反 してお り,是 正しない限 り,強 制措 置の対象 とな る旨の規制
,1}簡を発 した。 これ に対 して,Biotics社は連 邦地 方裁判所に,差ll:命令
と宣 言的判決 による救済 を求 めたが,地 ノ∫裁判所 は規制 、藤舗 はII親の行政
決定ではな く,司 法審 査の対象 にな らない として,訴 えを却 ドしたため,
Biotics社が控 訴 した。
控 訴裁 判所 は,'r該 苔簡が,FDAの ド級職 員(sttbor・dinateofficials)
の見解 に過 ぎず,FDAの 規則 によ り,長 官 に対 して,行 政機 関の行為 の
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取消 しのire　i_てをす る ことがで き,1x't;'は申 、アての後18011以内に決定 を
ドし,当 該決定 は行政機 関の最終 的決定 とみな され,司 法審 査の 対象とな
る旨が規定 されてい る(21C.F.R.§10.25(a),.§10.30)ことを理山に,
規制 蒔簡 は 「司法審 査に適 した成熟性 をイJする最終的 な行政 決定」(final
agencydeterminationt°ipeforjudicialreview)ではない と判示 した。
これ に対 して,行 政機 関の長な ど,,i.1該`拝項 につ いて決定権 限を有す る




この事件 は,賃 金労働時 間管理官(Wage-HourAdministrator)の発
したrn-Ir14Jに対 し,全 国 コ イ ンラ ン ドリー 協 会(NationalAutomatic
Laundry&CleaningCouncil)が,宣、粕勺判決 と差 止命令 によ る救済 を
求めた もの である。
労働 基準法(Fait・LaborStandardsAct)は,従来型小売 ・サー ビス
業と,洗 濯 ・ク リーニ ング業を適川除 外 と していた。1963年,賃金労 働
時間管理官は,コ イ ンラ ン ドリーは洗濯 や クリーニ ングを行 うのではな く,
洗濯機を1Yすものであ るとして,従 来型小売 ・サー ビス業と して適川 除外
の扱 いを受 ける と判断 した。1966年の同法改ll三に よ り,洗 濯 ・ク リーニ
ング業の適 用除 外は廃 止され,洗 濯 ・クリーニ ング業は労働 基準 法 ヒ,商
業又は商業11的の商品生ρ蓋とみ なされ る旨が明記された。 全国 コインラン
ドリー 協会は,1966年改.t:によ り,1963年の判断 は影響 を受 けない と考
えたが,1*簡に より,こ の 旨を問 い合わせ た。 ところが,管 理 官は,1966
年改il:の、/.法経緯 によれ ば,コ イ ンラ ン ドリーであれ,ド ライク リーニ ン
グであれ,労 働基準法 ヒは,洗 濯 ・クリーニ ング業に含まれ ることは明 ら
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かで あ り,改IE法は,洗 濯 ・クリーニ ング業労 働者に該当す る範囲を拡 大
した ものである と回答 した。 そのため,協 会は この判断が無効である旨の
宣 、泊勺判決 を求 めて出訴 した。
裁判所 は,AbbottLaboratories判7kの基準 に依拠 しつつ,委 員会や行
政機 関の長の決定は最 終的な ものであ るとの推定を受け,原 則 として,司
法審 査にllluする もの と判示 した。 その ヒで,本 件の争点が純 粋に法的な も
ので,こ れ以 ヒの具体的事実 がな くて も判断がr能 であ ること,経 営 者が
不足分 の賃金支払のみな らず,刑 匹拝罰や:倍 賠償の危険に もさらされてい
ること,行 政機 関の法 解釈は裁判所において 尊重される こと,:倍 賠償は
ii't7意の場合 に免除され るが,こ の判断 に際 して行政機関の解釈に従わなか っ
たことが不利になる 可能性 がある ことを指摘 した。 さらに,政 府は本件決
定 を非公式 の ものである としてい るが,本 件,1}簡は,こ の案件につき決定
権 を有す る賃金労 働時間管理 官が直接 発 した ものであ り,管 理 官が処理 し
たll}簡は,'且1該部局 の発 した もののL25%に 過 ぎず,管 理官 の関 与は,
決定 が最終 的な性 格を持 つ ものであ ることを強 く推 定 させる こと,こ の例
外 的処理 方法 は,'且1該IfFi簡が 重要な問題を扱い,卜 分な調査検討を経てそ
の結 論 に至 った もので あ ることを示す もので あ ることを指摘 した ヒで,
「一般 に,行 政機関 の長が署名 した解 釈 井簡 は,行 政 機関法解釈過 程にお
ける一連 の慎T_な検討の結 果であ り,し たが って,職 員やそれを遵守す る
ことが規定 されてい る私人に'1E'L尊重され るだけではな く,'雪1該論点を
審 査する裁判所か らも法的な 尊重を 享受すべ きものであ る。 有権的決定の
明確なあ らわれであ る最終性 と成熟性が認め られ る。あわせて,即 時に 司
法審 査を行 うことは,過 重な負担や混乱な しに不確定性 を除 去す ることで,








この事件 は,登 録 済み農薬の ラベ ルを変 更す るよ うに要求 した環境 保護
庁(EnvironmentalProtectionAgency,以ド 「EPA」とい う)のll宰簡
が争われた ものであ る。
連 邦 殺 虫 剤 殺 菌 剤 殺 鼠 剤 法(FederalInsecticide,Fungicide,and
RodenticideAct)は,農薬の登録 に際 し,ラ ベル に同法 の要件 に合致 し
た記載をす ることを求めて いた。 登録済 み農 薬が,こ の基準に適 合 しない
もの とな った場合,登 録の取消 し,分 類変 更の措 置が とられ る。 ただ し,
これ らの措 置が とられ る場合,事 前に,IE式の公聴 会を開催 し,令 国科学
アカデ ミー委員会及び科学諮問 委員会 の意 見が徴 される こととな っていた
(以ド,ヒ 記の 手続 を 「公聴 会等 手続」 とい う)。さらに,不II三表示がな さ
れた農 薬の販売,流 通,受 領 は違法 とされ,販 売 禁 止命令や刑1拝罰民`拝罰
の対象 とな る。 同法 には12の 不IE表示 の定義(例:製 品の効能 を発揮 で
き,健 康及び環境 を ト分 に保護で きるような使川方法 を含んでいない もの)
が明記されていた。
1984年,EPAは農 薬に関す る基準 見II置〔しの一環 と して,シ マ ジンに関
す る規制基準 を制定 した。 その中で,EPAは シマ ジ ンの地 ド水汚染 への
影響 につ いて指摘 す ると ともに,1984年12月31日 を期限 と して,シ マ
ジンの分類を一般使川か ら特定使川 に変 更 し,使 川制限 についての表示を
す るように規定 した。 同年7月 にEPAは シマ ジン製造 登録 を行 って いた
1}に 補足通知を発 し,そ のiで,期 限 までに表示変更を行わない場合,
取消 しの ために公聴 会等 手続 に入る意図が ある旨を告げた。1司年12月21
11,EPAは,書 面で,表 示 内容 改定 につ いて助iiする とと もに,表 示変
更の期限を1985年1月3011に変更す る旨を,シ マ ジン製造 業者に通知 し
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た。 その中に は,「期ll後に,必 要 とされ る変 更を加えずに出荷 され る在
庫品 は,不IE表示 とみなされる」 旨の警 告があ った。 シマ ジン製造 業者の
多 くは,こ れ に従 った が,Ciba-Geigy社はEPAに,ヒ 記 のよ うな 方法
による表示変 更は許されず,同 社がr注 的にそれに従 う意思 がない こと,
表示変 吏を行 うのであれば,公 聴 会等 手続 を行 うべ きであ るとい う見解を
記 載 したll}面を送付 した。 これに 対 して,EPA農 薬問題局長(Director
ofPesticidePrograms)1ま,1985年3月,Ciba-Geigy社に宛 てて,①
1985年1月30日以降,表 示変 更な しで 行 った シマ ジ ン出荷 はFIFRAヒ
の 不IE表示 に該"iする もの として執行措 置の対象 となる こと,② 登録取 消
し等の ための公聴 会等 手続 が,登 録 業者に表示変更を求め るための唯一一の
方法 であるとい う同社の見解には1司意できない旨を内容 とす る(k簡を送 付
した。 これ に対 して,Ciba-Geigy社は,公 聴 会等 手続 を経 ることな く,
表示変 更を強 いることについて,宣,拍 勺救 済 と差ILを求めて,連 邦地 方裁
判所 に訴訟 を提起 した。(な お,EPAは 地 ド水に関する助 、㌻ri勺記載を しな
か った ことを理IIIに,Ciba-Geigy社の シマ ジン登録 を取 消 しを開始 して
はいない)。
裁 判所は,APAで,裁 判所 の審査の 対象 とされ るのは,finalagency
actionsであるが,こ のagencyactionsには,行 政機 関の法解釈が含まれ
るuiとした ヒで,1985年3月 の,1}簡は,登 録 者は,表 示変更の 要求 に先
、アち,公 聴会 等 手続 を求 める資格を有す るかについて明確に答えた もので
あって,行 政機 関の 、翼五場 に曖昧な ところはな く,将 来の変 更等 も示唆 され
て いない こと,"i該il}簡がCiba-Geigy社に対 して,即 時遵守 を求めてい





限 を有 してい ると考え られ ること,7月 の補足通知 は行政 機関の 見解 を繰
り返 し,Ciba-Geigy社は公聴 会等 手続 を求め る法 的権利はな く,1}
は新 たな表示方法 に従 う必 要があ ることを明示 して いること,lfl法審 査を
延 期すればCiba。Geigy社はAbbottLaboi・ator・ies唇1`件と同様 に大きなコ
ス トを負担 しな ければな らな いことか ら,こ れが成熟性 を有す ることを認
め,司 法 審査の対象 とな ると した。
さらに,助 、㌃を発 したのが,行 政機関 の長な どの決定権 限をイ∫する者で
はな く,ド 級職 員で あったと して も,決 定権 限を有する者が助 注の内容 を




とい う)は,DowChemicalCompany(以ド,「Dow社」 とい う)の 株
式を取得 し,同 社に対 し,1司社によ るナパーム弾製造を禁il:する旨の決議
案 を,委 任状 説明,1}に組 み人れ る ことを 要請 した。Dow社 が提案 を委任
状説明 、韮}に組 み人れを拒 否す ることの11∫否について,証 券取引 委員会 に照
会 した ところ,委 員会法 人金融部1三席法律顧 問は,「組み 人れ拒 否を して
も,lld部は訴訟提起 を求 めない」旨のrrf簡を発 した。MedicalCommittee
は,委 員会にit.の巾 、γてを したが,後 に,委 員会は,法 人金融部の 先の
勧告を承認 した 旨を,MediealCommitteeとDow社に通知 した。Medi-
calCommitteeはこれに対す る司法審査を申 し、'f.てた。
裁判所 は,行 政機関の行為に対す る審査ll∫能性 につ いて判断す る際には,
'㌦1亥行為の最終ri勺効 果やiE式性が実際 には どのよ うな ものなのかが 考慮 さ
れな ければな らな いと した ヒで,本 件では原 告の利益が侵.'r11されてい るこ






SallieMae"は,学ノisローンの供給保証 等を行 うため,連 邦政府の特許
によ り設 立された法 人である。1993年の高等教 育法(HigherEducation
Act)改il:によ り,SallieMaeは,同社 が保有 してい るロー ンの0.3%の
保 証料(offsetfee)を教 育長官 に支払 わなければな らな いこととされた。
この保 証料は,州 等によ り運営 されてい る同種の機関の支払 った保証料 と
と もに,1,1;金に積み1fてられ,学 生 ロー ンが 支払不能 とな った場合に,教
育省が代 わ って行 う弁済 に充て られ る。SallieMaeは保証 料 支払 いを免
れ るため,ロ ー ンの証券化を計画 した。 これに対 して,教 育省i三席法律顧
問 代理 は,SallieMaeの1三席顧問 弁護isに対 し,証 券化 された ロー ンに
つ いて も保証料 の 支払 いが必 要であ る旨の 葺韮}簡を発 した。SallieMaeと
教 育省の 問で さ らな るや り取 りがな され た後,SallieMaeの代表 者は教
育長官 と も面会 した が,長 官 は従 来の 、ア場 を変え なか った ため,Sallie
Maeは訴訟に及んだ。
裁判所 は,当 該ll}箇が最 終的性 格については,1三席法律顧問代理の 書簡
に,そ れが長官 の 見解 に);つくもの であ るこ とが記 載 され てい ること,
SallieMaeの代 表者 との面会時 の長官 の対応,ll宰簡の 文1「が確定的であ っ
たことな どか ら,匪1}簡は最 終的性 格を持つ もの と認め られ ると し,成 熟性
に関 しては,当 該解釈に従えば,費 用負担が生ず ることにな り,解 釈を無
視すれ ば不利益 をうける"∫能性 があるので,成 熟性 が認め られる と判示 し
た。
(31》SallieMaeは,2004年に 」民 営 化 さ れ て い るlittp://www.salliemae.com/about/
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このよ うに助 言が,ど の レベ ルで 発せ られた ものか とい うこ とは,成 熟
性 の有無を判断す る ヒでの,非 常 に重要な要素で ある。 しか し,成 熟性 の
有無は これ だけで決 まるのではない。先 に見た 【`倒列2-5】において,裁
判所 は,委 員会や行政機関の長の決定 は最終的 な もので ある との推定 を受
け,原 則 と して,司 法1Lに 服す る もの と判示 したが,同 時 に,行 政機 関
が規則によ り,あ る決定 は仮の もので あ って,再 考慮 に服す る旨を定 める
と共に,再 考慮を求あ るた めの7一段 を1リ1示している場 合,こ のよ うな推定
は覆 され ると付1亨して いる`2。す なわち,行 政機関 の長な どが発 した もの
であ って も,そ れが 」ウ備的,'lr的 性格 を有す る ことが明 らかな ものであ
る場合,助iiの 成熟性 は否定 され る。例 えば,次 の事例 がある。
【事 例2-9】NewYorkStockExchangev.Bloom,562F.2d736
(D.C.Cir.1977)
PacificNationalBankは,新たなrl動投 資 サー ビス(AutomaticIn-
vestmentService,以ド 「AIS」とい う)を 発案 し,こ れが銀行 による株
式売買は顧客の指示 による もの に限 られ る とい う銀行法 の規定 に違反 する
かriかを,,1}簡によ り通貨統 制官(ComptrolleroftheGurr・ency)1こ問
い合 わせた。 通貨統 制官 は これ に対 して,AISは 銀 行法の規定 に違反 し
ないという見解を示 した,彗簡を発 した。 この一4rr-t簡の内容を知 ったICI(ミュー
チ ュアル ・ファ ン ドの全国 協会)な どは,通 貨統制官 に対 し,通 貨統 制局
の解釈通達,最 高裁判所判決 などを引いて,こ の見解 を再考慮す るよ うに
求め た。 通 貨統制官 は,AISに つ いてよ り詳 しい検 討を加え た ヒで,1`i
動株式購入 サー ビスは銀行法 に違反 しない との見解 を 再確認す る内容の 井
簡 を,ICIに送 った。 そ こで,ICIは連 邦地 ノ∫裁 判所 に 対 し,(1)AISが
銀行法 に違反 し,通 貨統制官 の非 公式見解は権限喩 越であ る旨の宣 言的判
(3勿NationalAutomatieLaundry&Cleaning・Counci且v.Sllul・tz,443R2dat701.
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決,(2)通 貨統制官 のi判 断の撤llllとAISの認容 を禁 止す る旨のil
命 令,(3)通 貨統 制官に よる認容の取消 しを求め る差iL命令を求 める訴訟
を提 起 した。 これ に対 して,通 貨統制官 は,ICIが原 告適格 を有 さず,さ
らに,本 見解は成熟性 を欠 くと して,訴 えの却 ドを,」ワ備的 に,当 該 見解
が銀行法 に合致 す ることを理 山とす る事実審省略判決 を求 めた。
裁判所 は,こ のJL解が行政機関の長の発 したもので はあるが,通 貨統制
官 は'㌦該見解 は仮の もので あ って,AISに よって銀行法 が防 止 しよ うと
してい る問題 が生ず るとい う具体的証拠が 出て くれ ば,そ の判断 を変更す
る もの としてお り,こ れは本件 見解が最終的性格 を有 しな いことを示す も
のである こと,本 件訴訟の争点が純粋 に法的 な もので はな く,さ らなる事
実 関係の展開 は司法審 査に有益な もの である こと,ICIは本見解 による規
制 に服す るものではない ことな どを理 山に,本 件 見解 は成熟性 に欠ける も





ついては,超 過勤務 と最低 賃金 に関す る規定 を適川 しな いもの として いた。
1974年改ll三法 により,労 働基準法 は公的被川 者に も適川 される こととな っ
たが,1976年の最 高 裁判決 によ り,労 働 基準法 を公的被用 者に適 川す る
ことは違憲 とされ た。 この 間に,賃 金労働 時間管理,i・;(Wage-HOUrAcl-
ministrator)は,照会に応 じて,保 護観察官(probationofficers)は管
理職 に該1し,労 働基準法の超過勤務 に関す る規定 は適'用され ないとす る
解釈通 達(opinionletter)を発 していた。1985is,最高 裁判所 は判例を
変iiし,労 働基準法 は公ri勺被川 者に も適 川 され る もの と した。1988年,
労働省 は,照 会に応 じて,'11該照 会において提示 された 事実関係の もとで
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は,保 護観察官 は管理職,専 門職 と して,労 働 基準法の適 川を除外 され る
ものではない とす る解釈通達 を発 した。
Taylor°-Callaham-ColemanDistrictAdultProbationDepartment
(以ド,「District」という)は,賃 金労働時間局地 ノ∫事務所の調 査に伴 い,
50名の職 員に超過勤務 手当を 支払 う必 要が あ り,3011以内に これ に従わ
ない限 り,法rl勺丁一段を取 るとの通 告を受 けた。Districtはこれに応 じたが,
保 護観察官 が労働基準法の適用除外該 当性 につ いては,司 法 判断 が出るま
での暫定 的な もの とす ることと し,裁 判所 に対 して,(1)保護観 察官 が労
働基準法 の適 川除外に該 当す る旨を宣 言す ること,(2)労働 省が告 知 と意
見聴取 を経ず に,見 解を変 更 した ことは,APA及 びデュー ・プロセ スに
違 反す るこ とを認定す ること,(3)労 働省 に対 し,1988年の解釈通達 を
撤i"1するよ うに命令す ること,(4)労働省が,Il:規の規則制定 手続 を経 る
ことな しに,本 件 解釈通達 に基づいて活動す ることを 禁1トす ることを求 め
て 出訴 した。
裁判所 は,労 働 省の規則で,照 会に応 じて発せ られ る行政機関 の解釈通
達(opinionletters)で示 された見解は仮の ものであ って,変 更 され うる
もの とされ ていた こと,Districtが問題 に している解 釈通達 は,他 の'1`例
に関 す るものでDistrictを対象 と した もので はな いこ と,遵 守 しな くて
も罰則が科せ られるよ うな もので はなか ったこ と,Districtに直接の影響
を1一え るもので はない こと,Districtに対 しこれ に従 うこ とが要求 されて
いなか った ことな どか ら,司 法審 査に服 する行政 機関の最 終的行為 とはい
えない と判示 した。
小 結
助iiがどの レベ ルで 発せ られたのか とい うことは,i三と して(「成熟性」
の一部で ある)「最終性」 に関す る問題であ る。 これ は,AbbottLabora-
tories判決の提 示 した① 「争点のlfJ法判断 への適 合性 」,② 「r)法審査を
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差 し控 え ることによ り,当'1`者が受 ける不利益(hardship)」で成熟性 の
イ∫無 を判断す る とい う枠組 みの一部に過 ぎない。 今まで検 討 した事例 にお
いて も,助 言の レベルだ けではな く,「今後の 事実 関係の展開を待 って判
断 した方が適il:か」「審査を差 し控え ることで,原 告に不利益(hardship)
を もた らすか」 な どの要素 も,併 せて検討 されてい る"'。
133」助 言の 成 熟 性 判 断 に 際 し,「最 終 性 」 よ り も,原 告 の 不 利 益(hardship)がi三
た る 判 断 材 料 に な る 場 合 も あ る 。 そ の よ う な 例 と して,NaturalResource
DefenceCouncilV.FAA,292F.3d875(D.0.Cir.2002)があ る。 この 「1臼'1=の概
要 は 以 ドの通 りで あ る。2000年,国 立 公 園航 空 ツ ア ー 規 制 法(NationalParks
AirTourMaiiagPmentAct)が制 定 され,国 、γ公 園 内 等 で の 商 業 日的 で の 航
空 機 に よ る ツ アー に規 制 が 加 え られ る こ と とな った。 チ ャー ター 便 を 運 行 して い
るVortex社は,ジ ャ ク ソ ン ホ ー ル 空 港 を 管 理 す る ジ ャ ク ソ ン ホ ー ル 空 港 局
(JacksonI[o[eAirportBoa1て1)に対 し ,1司空 港 を 発 着 す る 観 光 ツア ー 等 の 許
可を 求 め た、 空 港 局 は 許njを出 した が,後 に,ジ ャ ク ソ ン ホ ー ル空 港 がll{泣公園
内 に立 地 して い る た め,"1該 観 光 ツア ー が1畦泣 公 園 航 空 ツ アー 規 制 法 に抵 触 す る
と して,許 可を 撤 回 した。 そ こ で,Vortex社は11d法に基 づ く規 制 権 限 を 有す る
連 邦航 空 局(FederalAviationAdministration)にll}簡で,同 社 の 計II町す る観
光 ツ ア ー が1司法 に抵 触 す る か 等 に つ い て 照 会 した 。 これ に 対 し,連 邦航 空 局 の法
律 顧 問 は,Vortex社の 提 示 した 計 画 に よれ ば,'`i該ツ ア ー は空 港 へ の 離 着陸 の
た め にll{泣公 園 内 に 、,./_ち入 る だ けで あ るか ら,国 、玩公園 航 空 ツ ア ー規 制 法 の 規 制
対 象 と な らな い 等 を 内 容 とす る 膨1}簡を 発 した 。 これ に 対 し,環 境 保護 団 体 で あ る
NaturalResourceI)C'IC'llC('Councilが不 服 を 申 し 立て,こ れ が 容 れ られ な か っ
た た め,ld法 審 査 のlll、γて を した 。 裁 判 所 は,こ の 解 釈 が,Vortex祉の提 示 し
た`拝実 関 係 の も とで の 解 釈 で あ って,1}実 関 係 が 異 な れ ば,異 な った結 論 が 出 る
可能 性 が あ る こ と,'ff点は 純 粋 に法 的 な 問 題 で は な く,事 実 関 係 が絡 ん で くる こ
と,司 法 審 査 を 先 延 ば して も原 告 がr大 な 不 利 益 を受 け る もの で は な い こ と,
Vortex社の ツ ア ー がll三泣 公 園航 空 ツア ー 規 制法 に 違 反 して い た場 合,原 告 は6;1
法 に),づき連 邦航 空 局 に 調 査 の 申 出 を 行 う こ とが 認 め られ て い る こ と か ら,本 件
解 釈 は成 熟 性 を 欠 く もの と 判 示 した,J
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しか し,助 言が どの レベ ルで発 せ られた(承 認 された)も のか というこ
とが,助 βの成熟性の有無の 判断 に際 しての 重要な 要素であ ることは,今
まで検 討 して きた 事例か ら明 らか であろ う。 しか し,こ こに,助1ζに対す
る司法審 査の最 も難 しい問題が潜ん でいるのであ る。
行政機 関の助 言が最終的な性格 を持 たない場 合であ って も,私 人は,そ
れ に従わなければ,制 裁の危険性 にさらされ る し,後 に,故 意 に悪行を行 っ
て いたと評fllliされる ことにな る。 したが って,職 員 レベルで発せ られ,決
定権 者の承認を得 ていない助 言であ って も,私 人に対す る実 質的拘 束力を
イ∫して いるのである。
他 方,行 政機関 に とって理 想的なのは,助iiを,最 も低 い コス ト(短 い
時間)で,さ らに,ll∫能 な限 り ド級 の レベルで行 うことで ある。か ける時
間が短 ければ,他 の業務 にその分の時間を回す ことがで きる し,ド 級 レベ
ルで回答すれば,ヒ 級 レベ ルで決定 を変更す るとい う選択肢が確保で き,
柔軟性 が増す。 さらに,助 言を多段 階に分けて行 うことに よ り,ド 級 レベ
ルの助 、㌻は法や規則 につ いての根本的 な再検 討な しに行 うことが 可能 とな
る嚇 とい った メ リッ トが ある。
職 員な どの ド級 レベルで発せ られ る助,㌻は,ヒ 級 レベルで修if:され るこ
とが あるため,不 確 定な性格を有す る。 しか し,こ の不確定性 も戦略的に
使 うことが できる。 行政 機関は規制対象者が行 おうと している行 為の適 否
を不確定 な ものとす る ことによ り,そ の行為を行 うことを差 し控 え させ る
ことがで きるか らである。 そ して,ド 級 レベ ルの助 匹言は,助iiの段階 で司
i1:'を求 めることはできないので,こ れ に対抗す るには,規 制 対象者が
制裁覚悟で,行 政機 関の見解 の 司法審査を求め る しかな いので ある"。
{3ΦPowell,Sこcprallote8,at353-54.
(ailBumeleV.Powell,A4η ππ'sθY'θ己,ρ4v1)ρdα1・ingθ1Y1ρr'、～loη1ρ1)1・αdどρα1
Aρρ1'Cα々oηsq/the、44mε 厩 醍rα巨 し,P∫ケoぐρdα1・ρAct'sDρ ぐごα1・α'01二VCircler
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先に助 、亨の例 としてあげた内国収 税庁の個別通達 は,適.t:な助riを行お
うとす る際 に,行 政 機関が11匿工面す る ジ レンマの一一例 であ るといわれ てい
る1"il。巳噺flill!1答に拘 束ノJを認めな いという内国収税庁の 、置五場 は,同 様の状
況 にある納税 者を1司一扱 い しないことを許.,Rするという点で,さ らに,行
政 先例 に従 うことに水 を差す という点 で,批 判され ている。反llli,拘lt/J
ある助 、亨を行 う権 限を職 員に付t-1一す るとい う方策 をとれ ば,FTC要な政策が
適 切な分析,調 査,ヒ 級 レベルの監督な しに,ド 級 の職 員によ り決定 され
る とい う危険が生ずる ことにな りかねない。 内国収 税庁が,政 策,事 実,
法 などの諸1論点を綿密 に検討 し,ヒ 級 レベ ルにおける審 査の後でなけれ ば,
助,亨を行わない こととすれば,助 「言はよ り且i一式1一続に近 い もの とな って,
迅速性 や低 コス トとい う利点の 多 くが失われ ることになろ う。 行政機関は
容易に助 言を行わな くな り,私 人 も,必 要な助riを迅速に受け られな くな
るだ ろう。
助 、亨は,行 政機関の規則に服す る私人に とって 育益で貴 重な ものであ り,
lil法が これ にi渉 す ると,行 政機関が助,言的 見解 を発す ることを躇躇す る
ことにな りかね ない とい うのは,司 法が職 員の助 、亨に対す るlfj法審 査を差
し控 えるべ きである とされる理IIIのひ とつ であるi71。さ らに,ド 級 レベ ル
で発せ られた助 、τに対す る司法 審査が行われれば,行 政機 関は,そ のIV解
が ト分に具現 化 され る前に,疑 問の残 る法解釈を訴訟で争 うことを強い ら
れ ることにな り,他 方,裁 判所が ド級 レベルで発せ られた助 。亨の 司法審 査
を拒 否すれ ば,私 人がその権利や責任 に関す る最終的な審 判を受 けるには,
行政機関の助,ζを無視 して,民`抑 勺あるいは刑`抑勺制裁を受 ける リスクを
Process,64N.C.LRPV.277,298(1986).
1361GELLIioRN&LEvlN,8αρ'YzIIOLPl2,at192-93.




とらな ければな らな くなるの である ㌔
この ジレンマを解決す るた めには,私 人が,行 政機 関の長な ど,司 法審
査の対象 とな るJV解を発す る権限 を有す る機関 の判断 を求 めるこ とができ
る仕fllみが用意す ることが 考え られ る。 このような仕組 みがあれば,ド 級
レベルで発せ られた助flで提示 され た法解釈等 に異議 のある場 合,直 接lfl
法審 査を求め ることがで きな くて も,権 限 ある機関 の判断 を求 め,こ れに
もなお不服があれば,権 限 ある機関の 見解 を裁判で争うことができる。 ヒ
級機 関によ る審査 も,ド 級 レベ ルの職員 に一定の 萎縮効 果を もた らすであ
ろ うが,ド 級 レベルの職 員の助 孟が直接裁判で 争われ るよ り,萎 縮 の度 合
いは少ない と 】つ想 され る。
アメ リカにおいて,こ のような仕組み として機能 してい るものひとつ に,
宣 言的命 令(declaratoryorder)があ る。 次節で は,こ の宣 、納勺命令制
度 につ いて,検 討す る こととす る。
3宣ci的 命令 活用例,司 法審査,丁 続な ど
宣言的命令 とは?
._,
CLii的命 令は,裁 判所 にお ける宣,亨li勺判決(declar・atot・yjudgment,
わが1司の確 認判決)に 相応す る,行 政 機関 の命令であ るS!1。APAは「行
〔38}GELLIIoRN&LEv[N,supranote12,at195-96.
(39)Powellによれ ば,宣,ζ 的 命 令が,裁 判 に お け る 事実 審 理 省 略 判 決(sumlnary
judglnent)にMII'1する も の と して 川 い られ る場 合 もあ る と い う。 賦 要 な`↓∫実 に
関 して 真 性 の 争点 が な く,正 式 の 事実 審 型 手続 を行 う必 要 が な い と きに,宣1和 勺
命 令 に よ っ て,事 件 を 終結 させ る場 合 が,こ れ に あ た る。 こ れ に よ り,行 政 機 関
は 行 政 活 動 に よ り影 響 を受 け る私 人 の 現 実 の ニ ー ズ と の バ ラ ン スを踏 ま え て,il:
式 裁決 審flilの利 川す る こ とが 可能 に な る と い うPowell,sαρrα110te;35,at282-83.
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政機関 は,紛 争を終結 させ,又 は不確定性を除去す るため に,そ の合理的
(sound)裁量の 範 囲内 で,他 の命 令 と同様 の 効 力を 有す る宣 言的 命令
(declaratoryorder)を発す ることがで きる」ll°と規定 して いる。
APAの 宣ii的命令に関す る規定 は,こ れ だけであ り,さ らに,こ れ が
lE式手続によ る裁決 手続 に関す る条項 にあわせ て規定 され ているため,こ
の条項 はあ ま り着 目され ること もな く1",連邦行政機関 における宣 言的命
令の活川 も低調 であ り,か つての州際通 商委員会(InterstateCommerce
Commission),連邦通信委員会(FederalCommunicationsCommission),
運 輸省な どで川い られて いる ものの,他 の行政機関 はあま りこれを利川 し
ていない ともいわれて いるa
他ノ∫,宣 言的命令 には,① 対 象事項 の制 限な く,す べてのu:式裁決 との
関係で利川 可能で ある,② 私人 の求 めによ って も,行 政機 関の発意に基づ
いて も利用 可能で ある,⑧ 成熟性 を有 し,司 法審 査を受 け られ るとい うメ
リッ トが あるq㌔ さ らに,行 政機関 が制裁をち らつかせ ることによ り,適
法な行為 を差 し控え させ る ことを防1Lし,宣.訂i勺命令に対す る司法審査に
例 え ば,Weinbergerv.Ilyns(m,Westeott&Dunning,412U.S。609(1973)に
お け る宣 言的 命 令 は,事 実 審 理 省略 判 決 的 な 仙1われ 方 を して い る よ う に思 わ れ る。
㈹)5U.S.C.§554(e).
(X11宣言的 命 令 を 取 り ヒげ た近 年 の 論 考は,学 界 に お い て 「§554(e)に基 づ く宣
ri的命 令 は,奇 妙 な こ と に 無 視 され て きた 。 … … 最 高 裁 判 所 が §554(e)の救 済
的 効 果 を 認 め て い るに も関 わ らず,ま さ に そ う な の で あ る。 さ らに,こ の よ うな
宣 言 的 命 令 へ の 関 心 の 低 さ は,そ の 発給 に非 常 に 少 な い コ ス ト しか 要 しな い こ と
に照 らせ ば,不 合理 に思 わ れ る 」..JeffreyS.Lubbers&BlakeD.Morant,ARe-
oκαητ説α`ぬηq1'federalAgencvころ9ρq/Dρc1αrα`oノニvO1'CtPI:S,56Admin.L.Rev,





よ り,私 人は行政 的制裁に直面す ることな く,白 らの法的権利 を1三張 し,
行政機関 の法 的権限を争 うことも可能 とな る曲。
で は,宣 、㌃的命 令は,ど のよ うなt;ltrtで,どの ように して使われて いる
のだ ろうか。以 ド,宣 言的命令をよ く利川す る3つ の行政機関15につ き,
宣 言的判決 に関す る判例 を紹 介 し,宣 、言的判決が どの ように使われ,ど の
ような点が争われ たか を検 討 してみよ う。
州 際通 商委員会 にお ける宣言的命令
州際通 商 委員 会(以 ド,「ICC]とい う)は,1887年に州際通 商法(In-
ter・stateCommel-ceAct)により設 立された連 邦最初の独 、k行政 委員会で,
鉄道,陸i輸 送授 業,水L輸 送 事業で,州 境 を越 えて行 われる運送 に従 事
してい る ものを規 制す る権 限を 有 してい た。1995年州際通 商委員会廃iL
法(lnterstateCommerceCommissionTerminationActof1995)によ
り廃ILされ,鉄 道 に関す る規制権限は,陸 ヒ輸送委員会(Sul・faceTrans-
portati(mBoard)に移管 された。
(44)/d.at282-83.
(451もと よ り,宣 、二酌 命 令 を 利 川 す る の が,こ の3つ の 行 政 機 関 に限 られ て い るわ
け で は な い 。 例 え ば,連1.15エネ ルギ ー 規制 委ii会(Federa1EnergyRegulai,ory
Commission,経済,環 境,安 全 の 観 点 か らエ ネ ル ギ ー 産 業 の 規 制 監 視 に あ た る
独it政 委 員 会)は,州 と の 権 限紛 争 を 解 決 す るた め に,宣 、τ的 命 令 を使 って い
るCalifomiaexI'01.WaterResourcesBoardv.FERC,877F,2d713(9thCir.
1989)、,通貨 統 制 一';1_,(Compt1℃ller【,ftheCurrellcy,連邦 免 許 銀 行 の 免許 付 与,
規 制,監 督 に あ た る行 政 官 。1:院の1司意 を 得 て,大 統 領 に よ り任 命 さ れ る7任 期





州際通商法 は,白 動 屯輸送 業者に対す る認証 ・許r,調 査,命 令 などに
つ き定 あていた。 ただ し,認 証 ・許 可の規定 は,1享ら家畜,魚 介類,農 産
物(こ れ らか ら製造 された商品を除 く)を 輸送す る白動 車には適 川されな
い ことと されて いた。ICCは政 府職 員,行 政 機関,ノ1:産者,輸 送 業者な
どが 出席 す る公聴 会(publicheap°ing)を開催 し,「農産 物」 に関す る適
川除 外 に該'11する商Illflと該"iしな い商 品 につ いて検 討 結 果 を5む 報 告
(report)を作 成 した。ICCは,検 討結 果 をり1川しつつ,後 続 の 手続 をll盲
il:する旨の命令 を発 した。 これ に対 して,適 川除外に該 当しない とされた
商品を輸送 して いる会社 が,訴 訟を提起 し,こ の命令を争 った。 地ノ∫裁判
所は,本 件 命令は司法審査に服する もので はない として,訴 えを却 ドした。
最 高裁判所 は,本 件 命令は,あ る商品を輸送 す る資格を認め られていな
い業者に対 し,刑Bl誓罰や(裁 判所によ って執行 され うる)排 除命令を受 け
る可能性 があるこ とを警告す るものであ って,輸 送業者 にII'1.接かつ実質的
影響 をr-1一える ものであ るか ら,宣 、亨的命令であ って,司 法審 査の対象 とな
りうる ものであ ると判示 し,原 判決を破 棄 し,訴 え を差戻 した。
【事例3-2】Texasv.UnitedStates,866r.2d1546(5thCir.1989)
カーペ ッ ト製造 業者で あるE&BCarpetMills(以ド,「E&B」 とい
う)は,ジ ョー ジア州 ダル トンか らテキサ ス州 アー リン トンの倉庫にカー
ペ ッ トを発送 し,一 定期 間倉庫 に保管 した後,注 文に応 じて,テ キサ ス州
内外 の最終輸送 先 に送 り出 して いた。 輸送料 金節 約の ため,E&Bは,
ジ ョー ジア州の州際輸送 業者ReevesTrallsportatiol1Co.(以ド,「Reeves
社」 という)の 輸送 中保管(storage-in-transit)を利川す ることに した。
これ によれ ば,ダ ル トン アー リン トン 最終 発送 先の輸送 は一連
の輸送 とみな され,料 金の節約 が,r能になる。 なお,こ の方法によ る輸送
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アメリカにおける個別的行政解釈の司法審査と宣,ζ的命令
は全体 の一一部で あ り,こ れ以 外のアー リン トンか ら最終 発送先への発送 は,
テキ サ ス州の輸送 会社 が,州 内輸送料 金で請 け負 って いた。E&Bを 運
営 す るArmstrongWorldIndustries(以ド,「Armstrong社」 とい う)
とReeves社は共 同で,ICCに,Reeves社の行 う輸送 が州際通 商 であ る
とす る宣,ζ的判決を発給す るよ うに申請を した。'11該中請の後,テ キサ ス
州 はReeves社を州 裁判所 に提訴す る とともに,ICCの 宣,↑ll勺命令発給 丁一
続 に参加 したQ前 記訴訟 が継続 中に,ICCは このlll請を容れ,本 件輸送
が州際通 商 に該 当す るとの.・,ii,的命令を発 した。
裁判所 は,ICCの 宣,㌻的 命 令発給権 限を 肯定 す ると ともに,本 件宣 言
的命令 はReeves社な どの権利利 益にかかわ る ものであ るか ら,最 終的な
もので あ って,司 法審 査の対象 とな ると した。 そ して,「ICCがテキサ ス
州 での訴訟 に参加 して いた ことが 偏見に該'且1する」「本f'1・命 令につきICC
は一 ノ∫的意 見交換(expartecommunications)をして お り,T一続的違法
があ る」 との原告側1三張 を退 けた。 さらに,「本件命 令の発給 に際 し,f1
頭 によ る聴 聞や反対尋問 を許容 しなか った」 とい うT一続的違法のi三張につ
いて,裁 判所 は,行 政 丁一続法における 「聴聞」が求め られている場合であっ
て も 一1頭によ る証拠の提 出及 び証 人の反 対尋問,ま たは,行 政決定権を有
す る者への 日頭での意 見陳述 のどち らかを行 うことを要 しない とい う最高
裁 判所判例"'rを引いた ヒで,「われわれ が審 査 して いる7一続 は,そ の説明
す るところに よれ ば,ICCがArmstrong社とReeves社が提 示 した`1`実
関係 の法 的意味について決定す る ものであ り,特 定 の輸送 がそのよ うな 事
実 関係に該'【1するかを決定す るこ とではない。 このよ うな場合,わ れわれ
は,ICCが 行 った,す べ ての 当`ド者に意見 表明の機 会を付1一す る とい う
『ItFI面審理』(paperhearing)でAPAの聴 聞規定 に適 合す る もの と判断
GIGIUnitedStatesv.FloridaEastCoastRy.Co.,410U.S。221,240(197:3).
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す る」}7と判示 した。 さ らに,本 件 は馴新的恣意的審 査が行われ るべ きで
あ る と した ヒで,ICCの 宣1亨ll勺命令は,専 断的恣 意的 とは認 め られ ない




ブラスカか ら鉄道で,ル イジアナか ら鉄道 又は船舶で,テ キサ スの貯蔵 ター
ミナルに肥料 を輸送 し,こ こか ら トラ ックで顧客 へ肥 料を出荷 していた.,
VictoriaTerminalEnterprises(以ド,「VTE社 」 とい う。 な お,同 社
はICCか ら州際通 商 の認定 を受 けて いた)はArcadian社のll巴料をu;=蔵
ター ミナルか らテキサ ス州 内ヘ トラックで輸送 していた。 テキサ ス州鉄道
委員 会は,テ キサ ス州rl動ll〔運送 協会(TexasMotorTrallsportati(m
Association)宛の,1}簡の 中 で,州 鉄 道 委 員 会 は,ICCが 先 に 発 した
Armstrong社の輸送 事1`業は州際通商 に該'1iする旨の宣ti的命 令に拘11さ
れ ない との 見解 を表明 した ヒで,Ar・msti・ong社と類似の 事業を行 ってい
る業者に対 して,調 査 ・訴追を行 う高度の 可能性 があ ることを示唆 した。
VTE社 の 嘱業はArmstrong社と同種の ものであ ったので,VTE社 は調
査 ・訴追 の危険 にさらされ ることとな った。1986年,VTE社はICCに 対
して,同 社 によるArcadian社の肥お1輸送が州際通 商に該"iする旨の宣,ギ
的命 令を発給 す るよ うに求 めた。ICCは連 邦官 報に.i'〔,亨II勺命 令手続 開始
の告知を して,こ れ に関す る..:kの提 出を求 めた。Arcadian社とVTE
祉は,肥 料の流通 ノ∫法 につ いて詳細 な1説明(貯1歳 ター ミナルが州外か ら輸




ど)を 提 出 した。ICCは提 出 された意 見に),1;づき(な お,ICCは,1}実
に関す る争点がな いという理 山で,本 件原1'1A1'によるli頭の聴 聞の要求を
拒 否 した),VTE祉 の 事業は基本的 に州際通 商に該'」1する とい う宣 、㌻的命
令を発 した。CentralFreightLilles挙L等は,行 政 ヒの 不服lli、読てな どを
経 た後,こ の宣 言的命令の 司法..fit.をlliし、γてた。
裁判所 は,テ キ サ ス州等 の 「本1'1・∵〔、「的 命令 は助ri的見解(advisory
opinions)に過 ぎな い」 とのis張を斥け,Iccは 本件輸送 が州 際通 商該,,i
性 につ き決定す る第一 次的権 限を 存 して お り,5U.S,C.§554(e)によ
り,宣1「的 命令を発す ることがで きると したiで,本 件宣1㌻的 命令は,最
終的 な性格 を持 ち,司 法審 査の対象 にな ると判示 した。 さ らに,本 件の宣
,「的命令 にかか るT一続 を開始 したのは 専断的恣意的で あるというi三張 につ
いては,テ キサ ス州鉄道 委員会が訴追 の"∫能性を示唆 した以 ヒ,宣,言的命
令1一続の開始 は,導 断的,恣 意 的,裁 硅の濫川 とはいえな いと した。最後
に,宣,酌 命令の内容 につ いて も,本 件 で問題 とな ってい る輸送が州1際通




men,以 ド,「協会」 とい う)は,テ キサス州鉄道 委員 会に対 し,(1)テ
キサ ス州 外か ら輸送 され,い ったんテキ サス州 内の倉庫 に収納 された後,
州 内の顧客 に輸送 され る場 合の州 内輸送区間は,州 際通商か,州 内通 商か,
(2)もし,州 内通 商 とみな され る場 合,州 委員会は同委員会の規則等に従
わない者に対 して,制 裁を課す意図が あるか,に つ いて質 問を発 した。州
鉄道 委員会は,Il}面によ り,州 外か らの輸送物 は,テ キサ スに到 着 した時
点 で,州 際通 商の性 格を消失す ること,州 委員会の規則等 に従わない輸送
者,荷1三等 に対 し,制 裁 を科す意 図が ある とilli答した。 そ こで,協 会は
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ICCに対 して,iの ような州 内輸送 も州1際通商 に該'冒1する とい う宣 言
的命令 を 発す るよ うに求め た。ICCは,さ ま ざまな意 見を聴 取 した後,
問題 とな ってい る輸送の性格を摘示 して,ヒ 記の輸送が州際1}項に該 当す
ると判断す る宣 δ的命 令を発 した。
裁判所 は,ICCは 本件宣1泊勺命令を 発す る権限 をイ∫す る とと もに,本
件の ような裁決的決定の性格 を持つ宣5㌻的 命令は,専 断的,恣 意 的,裁 量
の濫川又 はその他の点で法 に適 合 しない ものである場 合に覆 されるべ きで
あ ると した ヒで,1司一・州 内での輸送 の性格 を判断す る際に,1}実や状況 の
総体 に),!;礎と しつつ,発 送時 における荷i三の確定 的な意 図を 重要な要素 と
す ることは合理的 である として,宣 ぼ的命令を支持 した,,
連邦通信委員会 における宣言 的命令
連 邦通 信委員会(以 ド,「FCC」とい う)は,1934年通 信法(Commu-
11icatiollsActofl934)によ り設 、'五された 独 、`i.1r政委 員会で あ り,放 送
(ラジオ,テ レビ)と 通 信(電 線,衛 星,ケ ーブルな ど)に 関す る規制権
限を イ∫して いる。 放送 局 に 対す る規制 の 手法 と して,排 除 命令(cease
anddesistO1'CIC'1')や放送局 の免許剥奪 などの処分を行 うこ とがr能 で あ
るが,免 許剥奪はそ う安 易に行え るもので もな く,排 除 命令は放送局 の行
為が違 法であ る旨を指摘す ることはで きて も,放 送局 の行為が適法 である








RedLion祉が所 有す るWGCBラ ジオ において,BillyJamesHargis
が,ジ ャー ナ リス トのFredJ.Cookは共産i三義 者で ある と発 詫 した。
Cookが反論の機 会をを無償で 与える ことを 要求す る,韮t簡を 出 したのに対
して,WGCBは 反論 の機 会は`i一え るが,放 送 料金の 支払 を要求す る旨の
返 答を したため,CookはFCCに1畳r':情を申 、ヒてた。 クック,WGCB,委
員会の問で何IIliかll}簡が取 り交わ された後,委 員会はHargisの放送 は個
人的攻 撃 に該'11し,RedLion社は,放 送 のテ ープ,逐 語記録,要 約 を
Cookに送 付 しただけで は,公'1`一原則(fail°Hessdoctrine)を遵 守 したこ
とにはな らず,無 償であ って も,Cookに反論の機 会を1一え ることが 公bF
原 則Lの 義務 であ ると したf一で,こ の義 務の履行 につ きFCCに 報 告す る
よ うに要求 し,RedLion社が,こ れに従わ なか った場合,免 許の撤回 又
は剥 奪,そ の他 の制 裁の対象 とな り得 るもの と宣 言 した。
FCCは ヒ記の内容 を宣 言的決定(declaratoryruling)とい う名称で 発
したが,控 訴裁判所唱111と最 高裁判所'"[は,これを命令(order)とみな し,
成熟性 につ いて は問題 とす る ことな く,rid(=.・を行 った。 そ して,最 高
裁判所は,本 件宣 「亨的命 令は,法 律 の範 囲内にあ り,、↑論の 白山を侵害す
る ものではな く,む しろ促進す る ものである として,本 件宣,「的命令を 支
持 した。
【事 例3-6】FCCv.PacifieaFound.,438U.S.726(1978)
ラ ジ オ 局 で あ るPacificaFoundationは,昼に,そ こ で 放 送 で,㌻ っ て
は い け な い1亨葉 を あ げ つ ら っ て,こ れ を 繰 り返 す と い う 内 容 の 「 ド品 な 詫




と一緒 にこの放送 を聞いた 父親が,こ の 番組 につ き,FCCに1・'請を 巾 し
㍍てた。 放送 局に1・屡蒲 内容を伝え,そ れ に対す る放送局の返 事を検 討 した
後,FCCは11'1情を容れ,今llliは放送 局 に制裁を課 さないが,今 後 も苦情
が あれば,法 に規定 された制裁の 発動を検討す るという趣 旨の宣,㌻的 命令
を発 した。




FCCは,電 話の州 際サ ー ビスと州 内サー ビスの両 方に使われ る設備の
'!'t川を分離 し,州 際 サー ビスによる収 入を算定 するために,地 域電話会社
が 一定の期間,サ ンプ リング調査を行い,当 該設備が どの程度州際サー ビ
スに利用 されて いるか を確定す る旨の規則を定 めていた。 サ ンフ リング調
査期問 は,当 初7日 間 とされて いたが,5it間に変 更され た。 これに対 し
て,反 対があ り,こ の調 査期間 を変更す る州 もあ ったため,FCCは この
よ うな州の規則等を無効で ある旨の..ir_的命令を発 した。
裁判所 は,こ の宣 、ζ的命令 を支持 した。
【事 例3-8】MetoropolitanCoullcilofNAACPBranchesv.FCC,46F.
3d1154(D.C.Cir….1995)
1986年,MurdochはFoxテ レ ビ の 支 配 権 を 獲 得 し た 。 こ の 時 点 で,
MurdochはNewYorkPost紙 も所 有 し て い た の で,同 一一ll∫場 に お け る
テ レ ビ局 と 新 聞 社 の1司時 所 イ∫禁IL準 則 に 抵 触 す る こ と と な り ,2年 の 猶f
期 間 内 に,NewYorkPost紙 をT一放 さ な け れ ば な ら な く な っ た 。1988年,
Mui°clockはNewYorkPost紙をPeter・Kalikowに売 却 した 。1992年 に
Kalikowが破 産 し た た め,NewYo1・kPost紙 は 売 却 さ れ る こ と と な っ た 。
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ア メ リカ に お け る個 別的 行政 解 釈 の 司法 審 査 と.・,。ζ的 命 令
紆 余曲折の末,Murdochが,NewYorkPost紙のll∫取得に名乗 りを ヒげ,
FCCに対 し,同 時所 有禁il:準則 の恒 久的 免除 を求 めた。 本件 の原 告等 の
反対 に も関 わ らず,FCCは,NewYorkPost紙 の赤字 が膨 大で あ り,
MUrdoch以外 に これ を運営 で きる者が 見当た らない こと,ニ ュー ヨー ク
には 多 くの テ レビや新聞があ り,Foxテ レビとNewYorkPost紙をIldll芋
所 有によ り弊害が生ず る"∫能性 は,NewForkPost紙の存続 に劣 後する
ことな どを総合的 に判断 して,恒 久的免除を認める宣1亨的決定 を発 した。
破産 裁判所 はMurdocllによ る買収を認 めたため,こ の 買収 に反対す る人
権団体等が決定 を争 った。
原 告は,Foxテ レビがFCCに 免除請 求を した際,Murdochは買収 に
関す る拘 束力ある取 り決めを結 んでいなか ったので,免 除F_iil1求は未成熟で
あるとi三張 したが,裁 判所は 「連 邦裁判所におけ る1}件及び争訟の 要件 と
異 な り,行 政 機関は,5U.S.C.§554(e)に基づき,論'fFを終/さ せ,不
確定性を除去するために,宣 、㌃的命令を発す ることができる」 と判示 した。
民間航空委員会 ・運輸 省における宣言 的命令
・.
11.i的命令は,民 間航空関係において も,比 較的 よ く活川 され ている。
1940年以降,民 間航 空 に関す る規 制は,操 縦i:や航.,t;機の認証,安 全性
につ いての法執行や航空.路の展開な どを管轄す る民問航空局(CivilAero-
nauticsAdministration)と,SCI:'規則の制定,`1敬調 査,運 賃規制な
どを管轄 す る民 間航 空 委員会(CivilAeronauticsBoard)の:つの機 関
によ り担われて きた。 これ らは商務省の一 部(た だ し,民 間航空 委員会は
長官 か ら独 、9五して権限 を行使す る)と されて いたが,1958年に民 間航 空
局 は独 、完機関た る連 邦航空 庁(FederalaviationAgency)に改組 され,
1966年の運 輸 省設 置 とと もに,そ の一 部 と され,連 邦航空 局(Federal
AviationAdministration)と改称された。他 ノ∫,民間航空委員会 は,徐 々
に他の機関 に権限 を譲 り渡 し,規 制緩 和の流 れの中 で,1989年に廃1ヒさ
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CABは,1974年7月 に航'/t:会社に対 し,「多 くの航 空会社 が運賃 表に
チ ャー ター便契約のキ ャンセ ルに関 して記 載 していないが,こ れはチ ャー
ター便の料金等につ き,運 賃 表に記載すべ き旨を定 めた規則 に違反 す るも
のであ り,さ らに,運 賃 表に記載のな いキ ャンセル料 を徴収す る ことは法
律に違 反す る」 旨の通達(industryletter)を発 した。 この通達 は明確か
つ確定 的な ものであ ったが,本 件の原告 は通達 は拘11力の ない,助 「ζ的通
知(advisorynotice)にす ぎない もの と考えていた。1975'1=511,チャー
ター便のキ ャ ンセ ルにつ き,航 空 会社 と紛 争を起 こ していたFord社員 レ
クリエー シ ョン協会等が,CABに 対 し,「連 邦航 ・.L法とCAB規 則は,運
Iiiにチ ャー ター便のキ ャンセル料について記載すべ きこと.義務付 けて い
る」 旨の宣 、亨的命令を出すよ うに巾請 した。 委員会 は,こ の申請 につ いて
航空会社に告知 した後,1975年9月に,先 の通達の内容 を確認 し,「チ ャー
ター便 を運航 しているすべての航 空会社は,チ ャー ター便のキ ャンセ ルに
関す る違約 金,手 付没収,定 額 損害賠償に関す る規定を,運 賃表に記載 し
な けれ ばな らない」 旨の宣1↑的命令を発 した。
BritishCaledonianAirways社な どは,「本 件∵(言的命 令は,不 確定
性 を除 去す る もの ではな く,新 たな実体的 規則の制定 に該"iする」「キ ャ
ンセ ル料 を運 賃表に記載する ことは以 前の実 務や政策を変更す るものであ
るか ら,宣 言的命令ではな く,規 則制定によるべきである」な どと}三張 し,
本件宣 言的命令を争 った。
これにつ き,裁 判所 は,「従前の行政決定 や実 務の変 更に該'且1する もの
であ っても,CABは,規 則制定によることな く,宣 言的命令により,チ ャー
一108一
アメリカにおける個別的行政解釈の司法審査と宣言的命令
夕一便 のキ ャンセルに関す る違約金,手 付没収,定 額損害賠償 に関す る規
定 を,運 賃表 に記載すべ き旨を航空会社 に求め ることがで きる」「これ は
新 たな法 の定 、刀こ該 当せず,既 存の法律や規則の 文,「を変 更す るこ とな し
に,そ の権 利一:務に関する解釈を明確にす るに過 ぎな い もので あるか ら,
APAの 規則 制定 手続 によ る必 要はない」 「本件宣,納勺命 令の内容 は,法
律 に適合 してお り,合 理1白であ る」 と して,宣 言的命令を 支持 した、,
【事例3-10】Am.Airlines,Inc.v.Dep'tofTransp.,202F.3d788(5th
Cir.2000)
連邦法 は,ダ ラス ・ラブ ・フ ィール ド空 港を州際輸送に使川す ることを
禁tl_していたが,乗 客56人 以 ドの航空 機に よる コ ミューター輸送 につ い
て は例外 とされて いた。 議会 は後に,こ れには 重疑300000ポン ド以 ドで
座席数56以 ドであれば,ど のよ うな航空 機で も利 川で きる旨を明確に し
た。 さまざまな航空会社が,こ のよ うな航 空機によ る長距離輸送の巾請を
したが,フ ォー トワー ス市(ダ ラ ス ・フ ォー トワー スll{i際空港の所在地)
は,こ れをliltil:するため,州 裁判所 に訴訟 を提起 した。 この訴訟の継 続中
に,ダ ラス市は宣rぞ的救済 を求 めて,運 輸省 とフ ォー トワースll∫を相 丁一に,
連 邦裁判所 に,同 一の争点を含む訴訟 を提起 した。 これ らの訴訟の係属中
に,運 輸 省は宣 、『的命令 丁一続を開始 し,当 事者に連 邦法 に関する争点につ
いて決定 を ドす意図があ ることを通知 し,意 見提 出の機 会を'∫えた。 その
後,運 輸 省は,(1)フ ォー トワー ス市はダラス市との協定 に基づ き,連 邦
法で認 あ られた ラブ ・フ ィー ル ド空港の利用制限 を強 制す るこ とはできな
い,ダ ラス市は空港所有 者と して の権利 に基づ き,連 邦法で認め られた ラ
ブ ・フィール ド・,t:港の利川制限をす ることはできない。(2)ラブ ・フ ィー
ル ド空港 を利川で きる航 空サー ビスの種別 を制 限す る ダラス市の権能は,
連 邦法 によ り撤 廃 された,(3)ダ ラス市とフ ォー トワー ス市の合意に反す
る ものであ って も,重 量300000ポン ド以 ドで座席数56以 ドの航空 機によ
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るもので あれ ば,そ の設備,飛 行距離 に関 わ らず,い ずれの航空会社 も,
ラブ ・フ ィール ド空港発 着の航空 サー ビスを提供す るこ とが できる,(4)
ダラ ス ・フ ォー トワー スlq際空港 局(Dallas-FortWorthIntet・national
AirportBoard,以ド,「DFW」 という)は,契 約 を根拠に,航 空 会社 に
対 し,ダ ラス ・フ ォー トワー ス大都市圏の他の空港 を利用す る州際航空サー
ビスの 禁il:を強制 してはな らない,(5)航空 会社 は,連 邦法 で認め られた
ラブ ・フ ィール ド空港 とテキサ ス州 内の空港 問の便 を川 いたラブ ・フ ィー
ル ド空港 と他の地点 の乗 り継 ぎサー ビスを提供す る ことができる旨の.,・,11r
的命 令を 発 した。 フ ォー トワー スIi∫,DFW,Am.Airlines,Inc.などが,
この.・>ii,τ的命令 に対す る司法審 査を申 し㍍てた。
裁判所 は,本 件宣,㌃的 命令が非il:式丁=続による裁決 を用いて発せ られた
もので あると した ヒで,法 律 が 「行政聴聞 の機 会の後に記録 に基づ いて」
と規定 していない ことを理 由に,運 輸 省がAPAのil:式丁一続 にお ける告知
の規定 に従わなか った ことは適法 であ ると した。 さらに,「 ラブ ・フ ィー
ル ドにお けるサー ビス増加 が ダラ ス ・フ ォー トワー ス国際空港 に1一える影
響 という事実 に関す る争点 の検 討につ き,当 事者に告知 していなか った」
とい うt:'ilについて,裁 判所 は,本 件 に5U.S.C.§554(b)所定のiE式
丁一続の 告知規定 は適川 されず,当 事者は ト分な告知を うけ,フ ォー トワー
ス市等 も証拠 を提 出す る機 会を ト分に 与え られていた として,こ れを斥け
た。 また,裁 判所は運輸省 の命令が,5U.S.C.§553が適川 され る実体 的
規則で ある との1三張 につ いて も,規 則 制定 と裁決 の裁最的選択 を前提 に し
て,運 輸省は本件決定を宣 、亨的命令と解 してお り,本 件命令の内容か らも,
これが命 令である と認め られる とした。 さらに,不 適 切な一・方的意見交換
が行われ たとい うis張につ いて も,一 方的意 見交換 禁止は非iE式手続 によ
る裁決 には適用 されず,運 輸省 は,本 件 につ き,1'1ら定 めた規則 に も違反





上記 の活用例か らもわか るよ うに,宣17的 命令に は,(1)個 別具体的
事例の解決 とい う性格 が濃 厚な もの(処 分的な もの,iの 例で は 【「糾列
3-2】【°1`f列3-3】【事f列3-5】【事f列3-6】【`拝{列3-8】【事f列3-10】)と,(II)
さまざまな 「拝例 に適川"∫能 な法解 釈を提 示す るもの(規 則的 な もの,ヒ 記
の例で は,【事例3-1】【事例3-4】【事例3-7】【事例3-9】)がある 、1。
(n)の よ うな.・,11.i的命令 につ いては 「この よ うな1臼∫1の処理 は,宣 注
的命令で はな く,規 則制定 で これを行 うべ きであ る」 といったis張が なさ
れ ることが あるが,こ のよ うなis張は,通 常,規 則制定 と裁決の 裁1直的選
択(政 策形成 を,規 則制定 を通 じて行 うか,裁 決を通 じて行 うか は,原 則
と して,行 政機関 の裁 駄に委ね られてい る)の 原則 ～コによ り,斥 け られ る
(【事例3-9】【事例3-10】)。
宣1拍勺命令は,そ れが(1)(H)の いず れの性 格を 育す る もので あろ
うと,原 則 と しで1`,(「最終性」 を含む)「成熟性」 を有する もの と して,
{5DKochは 「法 の 個 別 的 解 釈(individualinterpretation)発給 は.行 政 機 関 に
と って,法 を 執 行す る た め のT-i,法 を 定 疏す る た め の 手法 で もあ る」 とい って
い る2K()('11,supranote8,at38-39ので,「 処 分 的 な もの 」 と 「規 則 的 な もの 」
が あ る とい うの は,宣 、㌃的 命 令 の み な らず,個 別 的 行政 解 釈 に 共 通 の 性 格 と いえ
よ う。
(5ZJこれ はSECV.CheneryCorp.,332U.S.194,203(1917)で認 め られ た もの で
あ る。
㈱ 宣 「ζ的 命 令 とい う形式 で 発 付 され た もので あ って も,そ の 内 容 な どに よ って は,
成 熟 性 が 認 め られ な い こ と もあ る、,例え ば,CityofMiamiv.ICC,G69F.2d219
(5thCir,1982)では,州 際 通 商 委 員 会 が 発 したFloridaEasしCoastRailway
(以 ド,rFEC」 とい う。)の 所 有 す る 湾 岸 ター ミナ ル 施 設 が 「鉄 道 路 線 」 に該 当
し,委 員 会 の 管 轄 ドに あ る 旨 の宣 、㌃的 命 令 が 争 わ れ た。 マ イア ミ市 は,FECが
所 有す る施 設 を 公 、ア公 園 と して 使 川す る こ と を 計 画 し,フ ロ リダ州 裁 判所 に 公 川
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司法審 査に服す るもの とされてい る。
司法審 査に際 して,裁 判所が宣 言的命 令の成熟性 につ いて検討す る場合
もあ る。 先の1}例で言えば,【Bl`例3-1】【'1`例3-2】【事1列3-3】のよ うに,
裁判所が,問 題 とな った宣 、㌻的命 令の(「最終性」 を含む)「成熟性」 につ
いて検討す ることもあるが,宣1納 命令が司法審 査に服す ることを当然 の
前提 とされ,「成熟 性」 な どについて 言及される ことな く,司 法審 査に人
るじ拝例 も数 多い。
宣言 的命令 と手続
APAの 宣 、言的命 令 に関 す る規定 は,11三式 丁続 に よる 裁決 の 条項(5
U.S.C.§554)に置かれ てい る。 そのた め,APA制 定 時は,.i'〔言rl勺命 令




はICCに対 し,湾岸ター ミナル施設が 「鉄道路線」に該'11する旨の宣`㌻的命令
を発給するように申請 し,ICCは求められた宣o「的命令を発したので,マ イア ミ
市が命令の司法審査を求めた,裁 判所は,行 政機関の行為が司法審査の対象とな
るためには,そ れが権利義務について決定するものか,法 的帰結をもたらすもの




しない。 したがって,本 件宣言的命令は,宣 言的命令の体裁をとってはいるもの
の,助 言的見解としての性格 しか有さず,司 法審査の対象にならないと判示した。
(5・9例えばAttomeyGeneral,supranote21atat59は「行政機関の宣言的命令




しか し 【事例3-1】で は公聴 会,【°」綱3-5】では当 事者 とのIlllfllのや り
取 りな どの手続 は行われた ものの,正 式聴聞 は行われ ないまま,宣 、亨的命
令が出されてい る。 いずれの8桝列にお いて も,最 高裁 判所 は宣1言的命令発
給 のT一続 を問題 とす ることな く,宣1「的命令の 内容 につ いて審 査 し,命 令
を支持 している。
さ らに,【 事例3-2】では,控 訴裁 判所は,宣 、言的 命令発給 にtl:式丁一続
は不要であ って,関 係者のrtr面による意 見聴取 のT・続で ト分であ ることを
1リ信 して いる。 また,【`1`例3-10】も,個 別法 にIE式聴 聞を義務付 ける規
定 がない ことを理lilに,il三式聴聞を行 うべ きで ある とい うi三張 を斥けてい
るQ他 に も,宣,袖 勺判決発給 に際 し,IE式聴聞(準 司法 的垣葱聞)が 不要で
ある ことをい う判例sや,そ のぞ も聴聞 を経ず に,宣1宇的 命令が出 された
こ とが問題 にされ ない 事例(【'1}例3-3】【'1`例3-4】な ど)も 少な くな い。
このよ うに,現 在では,宣 、7的命令を 発す るの に,i(:式丁続 が必 要であ
決 定 す べ き もの と され て い る`1∫.項に 関 す る もの に 限 られ る」 と して い た,Davis
もif:式丁一続 に よ る聴 聞 を 行 っ た 後 で な け れ ば,宣tir1勺命 令 を 発 し得 な い とす る 解
釈 は 、㌃法 経 緯 に 合 致 す る と して い るDavis,supranote48,at231-32.また,宣
、7的命 令 を 発 す る際 に,準 司法 的 な聴 聞 の 要 否 に つ き,§554(e)の 、醒五法 経 緯 に
分 け 人 って検 討 した もの と して,Powel1,,tiupranote8,at360-64.
(55)例え ば,MetoropolitanCouncilorNAACPBranchesv.FCC,'16F.3d115-1,
1161(D.C.Ci1・.1995)(RupertMurdoellが,Foxテレ ビ とNewYorkPost紙を
同 時 所 存 す る こ とに つ き,同 一_iii場に お け る テ レ ビIIOと新 聞 祉 の 同 時 所 有 禁1L準
則 を恒 久 的 に 免 除 す る と い う宣 、τ的 命 令 発 給 に 際 し,事 実 審 型聴 聞(evide!1tiary
hearing)が行 わ れ な か った か ら と い って,適 切 なlli1三拠 に基 づ い て 決 定 が な さ れ
な か っ た とい う こ とを 意 味 しな い),Wilsonv.A.II.BeloCorp.,87F.3d393,
397(9thCii・.1996)(放送 局 が選 挙運 動 広 告 費 と して徴 収 し う る金 額 に制 限 を 設
け た 通 信 法 の 規 定 に 関 す る審 理 判 定 は,FCCの の 排 他 的 権 限 に服 す る 旨の 宣 言
的 命 令 が,1i三式 手続 に よ る 裁決 を経 て 発 せ られ な か った か ら と い っ て,無 効 とな
る もの で は な い)
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るとは解 され ていない。 ただ し,T一続 的な柔軟性 は認め られる ものの,行
政機関 は,宣 、亨的命令発給 に際 し,適 切な 丁続 を取 らなければな らない と
解 され てお り嘱1,先の 【肇例】か らもわか るよ うに,行 政機関 も取 り扱 う
事項 に応 じて,公 聴 会,関 係者の意JV聴取,公 告 ・意 見聴取な どの=dieを
行 っている。
宣言的命令 を求 める権利
行政 機関が 白 らの発意 によ り,宣,㌃的命 令を出 しうることは,「行政 機
関 は,紛 争 を終 結 させ,又 は不確 定性 を 除 去す るた め に,そ の合理 的
(sound)裁量の範囲 内で,他 の命令 と同様の効 力を 有す る宣 言的 命令を
発す るこ とがで きる」 とい うAPAの 文iiから,明 らか である。 反対に,
私 人 が宣ri的命 令の 発給 を求 め るこ とがで き るか どうか につ い ては,
APAの 文、宇L必ず しも明 らか とはいえない。
しか し,行 政実 務においては,私 人が宣,㌻的命令発給を求め ることがで
きる もの とされてきた。実 際,先 にあげた 【ll`例】には,私 人の求めに応
じて宣 言的命令が発せ られた とい うケー スが多い。
APAは 宣 、亨的命 令を行政 機関の 「合理 的裁}削 に委ねて いるが,私 人
か ら求 め られ た宣,納勺命令 を発す るか 否か も,「合理 的蜘 量Uに 委ね られ
ている 陥7。この裁 量は広範な ものであ るが,宣,「的命令を発 しない とい う
行政機関 の判断 が,司 法審査を1(II的に免れてい るわ けではない。宣 言的
命令発給拒 否が争われた 事例 と しては,以 ドの ような ものがあ る。
{56)Lul〕hers&Morant,supranote91at1112-13.
157)なお,宣 言 的 命 令 を 発す る とい う判 断 が 違 法 で あ る と1三張 さ れ る こ と もあ る。
【事例3-3】で は.本 件 の宣 言的 命 令 にか か る7一続 を 開 始 した の は 専断 的 恣 意 的







city社」 とい う)と 荷isであるExideSafetySystems担:(以ド,「Exide
社」 という)の 間 で,バ ッテ リー ・パ ック ・キ ャビネ ッ トが,全 国rl動車
輸送種別(NationalMotorFreightClassification)中の どの項 目に該'且1
するかにつき,争 いが発生 した。Intercity社は,ICCに対 し,バ ッテ リー ・
パ ック ・キャ ビネ ッ トがどの項llに該'11するかを決定す るための宣 言的命
令 乎続 を開 始す るよ うに求 めた が,ICCは 他 の救 済 方法を示 唆 して,宣
,tl勺命令の 巾請 を拒 否 し,さ らに,行 政 不服審査の中 、kて,8拝件 再開のllI
、アて も拒 否 したため,Intercity社がii」法審査 を申 し立てた。
Int.ei°city社は,本 件宣 言1白命令 巾請拒 否が,原 則 と して宣,袖勺命令を
発す る とい う既 存のICCの 政策 をi'分な説1リ」な く突然変 更す る ものであ
り,仮 に,卜 分な説 明があ った と して もICCの決 定は,専 断的恣 意的で
あ る とi三張 した。 これ に対 して,ICCは,本 件lil請拒 否 は最 終li勺行為で
はな く,あ るいは,裁 量事項 であるか ら,司 法審査の対象 とな らない,仮
に,司 法審査の対象 となる として も,本 件拒 否は 専断的恣意的 とはtiえな
い とi三張 した。
裁判所 は,「554条(e)項の 『合理的 裁llUとい う文、㌃は,行 政機関が
宣 、㌻的命令 手続を開始す るか 否かの決定 について も制約 を加えてい る。行
政 機関は,こ れ につ き,広 範 な裁量を有する として も,Aliを濫川す るこ
とはゆ るされない。……委員会がt'ら㌃的命令 丁続の開始 を拒否す ることは,
行政機関 によ り熟 考に基づいて請求 が処理 され るとい う,申 請 者の法律 ヒ
の権利を侵害する11∫能性 があるので,一 定の法的帰結 を もた らす ものであっ
て,最 終性 の法理 の第:の ノ,蝋f{を満たす」r`Sとして,本 件拒否 は,行 政機
(5aIntercityTransp.Co.v.United,.Mites,737F.2dlO3,1〔}6-07(D.C.Cir.1984)
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関 における'拝件 の最終 的解決 に該 当し,権 利義 務 について決定 し,あ るい
は,法 的帰結 を もた らす ものであ るので,最 終的性格を有す ることを認 め
た。
さ らに,裁 判所 は,拒 否が最終的性格を有す る以 ヒ,司 法審 査の対象 と
なる ことにつき,強 い推 定を受 け,司 法審査の対象 とな らないのは,原 告
の利 益を守 るほ とん ど必 要性 がない場合,行 政機関の効率的運営 を損 なう
場 合,争 点 が 司法審査 にふ さわ しくな い場合 などに限 られ るが,本 件 はこ
のどれ に も該 当 しないので,本 件拒 否は 司法審 査の対象になると判示 した。
そのiで,裁 判所 は,過 去の決定か ら政策を変 更す る場合,行 政機関 は,
卜分 に理 山づけ られた決定を行わな ければな らないという原則 を確認 した
ヒで,本 件におけ る 「宣 「㌃的救済の拒 否は,委 員会 の限 られ た資源 を他 の
分野 に割 り"iてるのが より適 切で あるという判断 による ものである」 との
理 山は,,.1-1,r的命令をYt:'-1体にわた る事項 に限定す る指針 と併せれ ば,
理 山 と して は ト分で あ り,ICCや 裁判所 によ る他 の救済 策を示 唆 して い
る ことを考え併せれば,宣,宅的命令 巾請の拒 否は,専 断的恣意 的とは言え
ない として,原 告の請求を 棄却 した。
【事例3-12】ClimaxMolybdenumCo,v.Sec'yofLabor-,703F.2d447
(10thCir.1983)
合衆iiミ1労働 省鉱ICI"衛 生 局は,ClimaxMolybdenumCo.(以ド,
「Climax社」 とい う)が 所有す る鉱 山の調査 を行い,四 点 にわた る違反
の指摘(citation)を受 けた。Climax社は,こ れ に対 して,不 服 巾 、γて
を したため,行 政法判 事による審理がr定 された。 しか し,政 府 は審理 開
始 前に,同 祉が適h旺な粉塵管理 を行 っていな いことにつ き証明が できない
と して,指 摘 を撤 回 したため,行 政法判 事は事件性が 失われ たと して,巾




祉の訴訟 費川 と将 来の民ll`制裁 と相 殺すべ きであ ると勧告 した。Climax
社は委員会に よる聴聞 において,申 」.て却 ドに異を唱え るとともに,粉 塵
規制を解釈 し,同 社が適 切な管理 を行 っている ことを1リ1確にす る旨の宣,亨
的命令の発給,訴 訟費川 と将 来の民 事制裁 との相 殺を求 めたが,委 員会は
これ らを拒否 したので,司 法審 査の申1fてを した。
裁判所は,宣 、亨的命令発給拒 否につ き,宣 言的命令を発すか どうかは,
行政 の合理的裁1蓋至に委ね られ てお り,宣ii的命令を発す ることの利点問題
点を考慮 して,発 給の 可否を決す べきであ るとした1で,粉 塵規制 に関 し
ては,不 明確な点が あることは認め られ るが,こ れは委員会がi三張す るよ
うに,粉 塵 規制の 再検 討が行われて いるこ とに も起因 している こと,Cli-
max社が この問題 に関 して 同業他社 と比べ よ り大 きな不利益を被 って い
るわけでないことに鑑みれば,..f1_i的命令発給を拒否 した委員会の判断は,







FCCは,長 年にわ た り,1934年通 信法 に基づ き,州 ・地 ノ∫公共団体が
ケーブルテ レビ会社 に課 す営 業料は,当 該地域 か ら得 る総収 人の3%以 ド
を原則 とす る規制を行 って きた。 この規制の一環 と して,ケ ーブルテ レビ
会社 が制限を超え た営 業料を徴収 された と思料す る場 合,FCCに 対 して,
宣 言的決定(declaratoryruling)による救 済を求め る ことがで きる もの
と していた。連邦議会は,1974年にケーブル法(CableAct)を制定 した、,
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1司法 は,営 業料を総収入の5%を 超 えない もの と定め ると1司時 に,連 邦行
政機関 が営 業料につき規制をする ことを原則 として禁 止した。 ケーブル法
が施行 され る前に,ConnecticutCableTelevisionAssociation(以ド,
「CCTA」とい う)は,FCCに 対 し,コ ネテ ィカ ッ ト州法 に),いたケー ブ
ル会祉 に対す る課税 が,FCC規 則所定 の営 業料制限 を超過 す る ものであ
る旨の宣 言的決定を求めた。'且i該丁一続が進行中に,ケ ー ブル法が施行 され
たため,FCCはlli請の 利益を欠 くに至 った と して,宣,書的決定 のlll請を
却 ドした。 その間,FCCは 従 来の規則を廃ILし,　一.,:,料に関 して は,裁
判所 において解決すべ きであ る旨の規則を制定 していた。1985年,CCTA
及びYakimaValleyCablevision(以ド,「Yakima社」 とい う。lld社は
CCTAの`川列と理lllで却 ドされ た他の宣,言的決定 巾請 に利 害関係 をイ∫し
ていた)は,ケ ー ブル法施行以 前の営 業料 にi期す る紛争は残存 してお り,
Ili請の利益を 欠 くに至 っていない とi三張 して,FCCに 不服ill蕨て を した。
不服lll、γて 〔卜続の進 行ll1に,FCCは従 来の規則を廃li:し,営業料 に関 し
ては,裁 判所 において解決すべ きで あ り,こ れ はケー ブル法施行以 前の 事
例に も遡 って適 用 され る旨の規則 を制定 し,「議会が ケーブル システムの
営 業料 につ き,新 たな ガ イ ドライ ンを定 立 し,こ れ にか か る紛 争をFCC
の管轄外 と した以L,,w,1'1料に関す る紛争 は裁判 を通 じて解決 され るべ き
で ある」 とい う理 山で,不 服 巾 、γて も却 ドしたたあ,CCTAとYakima
社が 司法審査を 申 し㍍て た。
裁判所 は,本 件 は 「営 業料 に関す る紛 争は裁 判を通 じて解決 され るべ き
であ る」 というFCCの 新 たな 方針の 当否には直接関係す るものではな く,
このノJ針をケーブル法施行以 前の1}例に遡及的に適川することが問題 となっ
てい ると した ヒで,新 た な規川 を遡及的 に適用す ることは許 され ないわ け
ではないが,相 応の理 山が必 要で あ り,行 政機関 はその理 山につ き説明を
しな けれ ばな らない ところ,本 件でFCCは 遡 及適 川 につ き,i^分な考慮
を怠 って いた と した。 さ らに,宣 言的 命令申請の拒 否は,「合理 的裁量」
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ア メ リカ に お け る個 別 的 行政 解 釈 の 司法 審 査 と..ii.r的命 令
によ り行 わなければな らないが,以 前の規則 に基づ く継続 中のi申 請 を却
ドす るとい うのは,卜 分な理由付 けとはいえ ないので,本 件宣1涌勺命令巾
請拒 否は,「合理的裁 量」 の範囲内 とはいえない と して,再 考慮を求 めて,
Il‡件 をFCCに 差 し戻 した。
宣言的命令への評価と改善提案













する場合,規 制対象者にその法的義務を知 らしあることは,そ れ自体,IE
当な目的である,規 制対象者に法に従うよう ト分な説得を尽くした後に,






期段 階での法令遵守を促す ことに もな る,と い った メ リッ トがあ る1"1とい
われてい る。
さらに,宣 言的命令の活 川を図 るべ きであ るとい う意 見は,APA制 定
直後か らIII1えられてお りLl'II,そのための改 鱒提案 もな されている働。特に,
APAが 宣,粕勺命 令に関す る規定 をil:式裁決 の条項 の 中に置いてい ること
については,批 判が強 く,こ れ らを分離す ることで,宣,㌃的命令を 出 しや
す くすべ きであ るといわれ てい る"1。さ らに,APAの 宣 言的命令に関す
る規定 を 全面 的 に改IEし,1981年州 モデ ル行政 丁続 法(UniformLaw
Commissioner°s'ModelStateAdministrativeProcedureAct)のよ うな
規定に改め るべ きであ るとい う見解 もあ る唄。
1981年州 モ デル 行政 丁=続法 とは,統 一州 法 委員 全li{i会議(National
IGO　Irl.at294.
1611例え ば,Davis,sccln・anote98,at228-34.
16DYowPllは,助ttと宣,ζ的 命 令 を 包括 した 改 善提 案 と して,行 政 機 関 は,状 況
が 許 し,職 員 が そ れ に応 ず る こ と が で き る場 合,法 と行 政 実 務 につ き,公 衆 に助
言す る こ とを 継 続 す べ き で あ る。 行政 機 関 は助 言の 権 限 と公r一 続 に関 す る概 要
を 公 にす べ き で あ る。 行政 機 関 は,APAの 要件 に 従 い,(1)紛'∫}を終結 させ る
た め の 正式 裁 決 審 理 の 間,又 は(2)il:式裁 決 手続 の 開 始 に 先 、ヒち,il:式裁 決 で
解 決 さ るべ き不 確 定 性 を解 消 す る た め に,行 政 機 関 の 法 的 権 限 に関 す る紛 争 につ
き,行 政 の 発意 に よ り,又 は 規 制 関 係 者 の 求 め に 応 じて,宣 言的 命 令 に よ り解 決
し う る こ とを 宣 言す べ き で あ る、 さ らに,行 政 機 関 は,規 則 制 定 に よ る助 注(解
釈 規 則 な ど)や 裁 決 に よ る助 言(宣,「 的 命 令 な ど)が 通 常 利 川 で きな い 状 況 につ
い て 定 め る 方針 を 明 確 に し,こ れ を 公 表 す べ き で あ る と提 案 す る と と もに,こ れ








一の促進を 目的 とす る団体)が ,各 州の行政 手続法 の統 一を 目指 して策定
した法律案 であ り,こ の中で,宣 「亨的命令規定 は,「第2章 行政機 関の
法 と政 策 に 対す る パ ブ リックア クセ ス」(ArticleII.PublicAccessto
AgencyLawandPolicy)の111に位 置づ け られ てお り,以 ドのよ うな規
定 とな って いる。
§-103[宣言的命令]





















{e)..一,1一1的命 令の 申 請受 理 か ら[30]H以 内 に,行 政 機 関 は,rilfllによ り,次
の 各 号の い ず れ か を行 う もの とす る。
(11問題 と さ れ た法 律,規 則 又 は 命 令 の 特 定 夢1{例に お け る適 川 に つ き宣 言
す る命 令 を 発す る こ と
〔2)'㌦刻 噸 を特 定 のT一続 に 付す こ と
13)特定 の期IIまで に宣 言的 命 令 を 発 す る こ とに 同意 す る こ と










一 見 してわか るとお り,私 人が.・.1.i.　的命 令を申請す ることがで きること
が 明確 に されてい る点,宣 言的命 令発給 丁一続 にお ける参加が規定 されて い
る点,巾 請 か ら発給等 までの期限が明示 されてい る点 な ど,APAと 比 し
てか な り充実 した内容 とな ってい る。 さ らに,モ デル法 に付 され た解説
(Comment)によれ ば,宣 言的 命令 中請拒 否は,裁 判所 の審査 に服 す る




以 ヒ,個 別的行政解釈へ の司法審 査の一例 として,ア メ リカにおけ る助
言に対す る司法審 査と宣 言的命令について検 討 してきた。 その結 果,以 ド
の ような ことが明 らかにな った と思、う。
・アメ リカにおいて,助 言とい う 「インフォーマルな形式の個別的行政
解釈」 が司法審 査の対象 とな るか否かは,「成熟性」 の有無 で決す る。
・「成熟 性」 は,(1)行政 の意思 表 示が 司法 審 査 に適 した状 況 にあ り
(助riが最 終性 を有 し,事 案 がよ り具体化 するのを待 って司法審査 を
行 った 方が適 切では ない),(2)司法審 査を差 し控え た場 合,当 事者
が大きな不利益(hardship)を被 る場合 に認 め られ る。
・行政機 関の長な どの最終的決定を ドす権限をイfする者が発 し,あ るい
は,承 認 した助,ζは最終性を有す るもの とみな され るが,職 員 レベ ル
で発せ られ た助,享は最終性 を有 さないので,L記(1)の 観点か ら,
「成熟性」 を否定 され,司 法審 査の対象 とな らない。
・宣 、τ的命令 とい う 「フ ォーマ ルな形式の個別的行政解釈」 は,原 則 と
して 司法審査の対象 とな る。
・私人は宣 、亨的命令発給を求め ることがで き,宣 言的 命令発給拒 否は 司
法審 査 に服 す る。(な お,宣 言的命 令発給 巾請等 につ いては,APA
では不明確で あるが,州 モデル法 レベルでは,か な り明確 化 されてい
る。)
最 後に,ア メリカにおけ るこの ような制度 ・判例 ・実務が,わ が国 にお
ける個 別的行政解釈 の 司法ii:にどの ような示唆を 与えて くれ るか,若i一
の考察を試みたい。最 初に述べた ように,行 政機関が,私 人の行為 につ き,
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行政機関の所管す る法 令に違反 する旨を私人に告げ,当 該行為の抑 制是iE
等 を図 る行為(個 別的行政解 釈)は,行 政 指導 と解 されてきた。 行政 指導
は基本的に処分性 をイ∫さないため,抗 告訴訟の対象 とな らない。そのため,
刑 罰や 不利益処分 を背 景 として,行 政機 関の法解釈に従 うことを実 質的に
強 要す る ものであるに も関わ らず,個 別的行政 解釈は 司法統 制に服 さない
で きたので ある。
2004年の行政 事件訴 訟法改iEにお ける'重11拝者訴訟 活川論 は,行 政処 分
以外の行政活動 による私 人の権 利利益の侵 害への 司法救 済を志 向 した もの
であ った。で あるとすれ ば,個 別r白行政解 釈による権 利利益の侵害 も,'v1
事者訴訟(確 認訴訟)に よる救済 の対象とされねばな らないはずである。
民 事訴訟の確認の利益 にな らって,'1得堵 訴 訟において も,確 認の利 益
と して,① 解決す べ き紛 争の成熟性,② 確認 の訴え を用い るこ との適 否
(補充性),③ 確認対象の選択 の適 切さが求 め られ る嚇 とするな らば,最 も
高いハー ドルにな るの は,① 紛 争の成熟性 であろ う。 わが国の最 高裁判所
は,長 野勤ll'Pl‡件(最 判昭和47年11月301!民集26巻9%,'-1746頁),横
川川"1{件(最判'r成元年7月4目 民 集157%,'-361頁)において,後 続 の不
利益処分を待 って,義 務の存 否等 を争 ったのでは,回 復 しがたい亟大な損
害を被 るおそれが あるとはいえ ないと して,訴 えを却 ドした。 もとよ り,
これは行政31誓件訴訟法改t[.前の 事例で あ り,さ らに,訴 えを('11時の)無
名抗告訴訟 と解 した ヒでの判決で あるか ら,当 事 者訴訟 にそのまま適川 さ
れ るとはいえな い。 しか し,'11事者訴訟(確 認訴訟)で も,紛'frの成熟性
を厳 しく解 し,後 続の刑B拝訴訟,不 利 益処分 の取消訴訟 で争える場合,紛
eftの成熟性 を否定す る とい うことになれば
,「個別的行政解釈 」を'11'1堵




訴訟(確 認訴訟)で 争 うことは,ほ ぼ不"∫能 にな って しま う。 ア メリカの
判例 は,規 則や解釈 に従 えば,経 済ri勺負担が生 じること,こ れ らを無視す
れば刑 事的制裁 にさ らされ るこ とを もって,「 司法 審査を差 し控 え るこ と
に よ り,'且得{者 が受 け る不 利 益(hardship)」が存 在す る と解 してい る
(【事例2-1】【事例2-5】な ど参照)。 当事者訴訟 にお ける紛 争の成熟 性の
判断基準 と しては,ア メリカ法 における 「不利益(hardship)」と同 じレ
ベルが望 ま しい もの と考え る,rrv
さらに,紛 争の成熟性 につ いて は,民 事訴訟では 「被告が原f(の法的地
位 を否認 した り,原1II1の地位 と相容れ ない地位 をi三張 した りする場合」 に
認 め られ る`'7'とされ るが,行 政 訴訟 では,「行政 機関 が原告の地位 を否認
す る見解 を,暫 定 的ではな く,最 終的な もの と して示 し(た とえば通達 の
形で),又 はそれ と同視すべ きB}享情 によ り,原 告の地位 に法 的不安が生 じ
て いる こと」1'8が必 要であ る といわれ てい る。 これは ア メ リカ法 で いう
「最終性」 の問題 であ ると思われ る。 ここで問題 となるのは,「暫定的で は
な く,最 終的」 ということである。 行政 指導の形で行われ る個別的行政解
釈は,担 当者,せ いぜ い担 当部局 の長の レベルで行われ,大 臣,知 事,市
町村 長 とい った 「行政機関の長」 の名義 で行われる ことは少ない もの と考
え られる。 さらに,法 令適川 事前確認 手続 のilli答として行われ る個別的行
政解釈 も,担'11課の名義で回答が なされ ているよ うである。 これ ら職 員 レ
ベ ルの個別的行政解釈 は 「暫定的で はな く,最 終的」 といい うるのであろ
㈹ 中 川 前掲1論文 注(18),102頁は,ア メ リカ で あ れ ば,箭 阿 ∫計 画 法 の1'tl途指 定,長
野 勤 評`1`件に お け る通 達 に よ る義 務 存 在確 認,横 川 川 婁1`件に お け る河 川法 ヒの 不
利 益 処 分 を して は な らな い 義 務 の 確 認 な ど が,ハ ー ドシ ップ の 観 点 か ら,司 法 審
査(プ レエ ン フ ォー ス メ ン ト訴 訟)の 対 象 に な るの で は な い か,と い う。
㈱ 新,:」 『新 民 事訴 訟 法 第=.1Jx』(2004年)256頁,,
(68}中川 前 掲 論 文ri三(6の,978頁G
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うか。 ア メリカにお ける 「成熟 性」(「最終性 」)の基準 に照 らす と,こ れ
らはすべて暫定的な もので あって,最 終性を欠 くので,司 法審 査の対象 と
な らな いこととな って しま う。行政指導や,1緬回答 の 「最終性」 にはこだ
わ らな いとい う考え方 もあろ うが,行 政 の意思 としての確定性 が明 らかで
な い ものを,訴 訟 の姐 ヒに乗せ る ことにつ いては,疑 問がない とはいえな
いG
ア メリカには,最 終性 を有す る,フ ォーマルな個別行政 解釈を求め るT一
段 として,宣 「亨的命令があ る。職 員 レベルの個別行政 解釈に不服があ る場
合は,宣,季的命令のli1請を し,そ れに不服があれば,訴 訟に及ぶ とい うルー
トが存在す る。
わが国で これ に相応す るT一続 と して 考え られ る ものが あるとすれ ば,行
政 手続法改il:で導人がr定 されて いる 「違法 な行政指導 の中且L等を求 める
制度」 である。2008年4月1111に国 会に提 川 された法案(i!1iによれ ば,法
律 に行政指導 の根拠 があ り,法 令に違 反す る行為 の是正を求 める行政 指導
が行 われた場 合,そ の相 手ノ∫は,1該 行政 指導 が 当該法律に規定する要件
に適合 しない と思 料する ときは,"i該行政 指導の中IL等を=kめることがで
き,ヒ 記求めがあ った場合,行 政機関は,必 要な調査を行い,当 該行政指
導 が 当該法律に規定す る要件 に適合 しない と認め るときは,'11該行政指導
の中 止等必 要な措置を とる もの とされてい る。 この 巾出を して,中IL等 の
措置が とられなか った場合 は,'11該行政指導で示 された個別的行政解釈が
行政機関 にお いて は最終的 に確定 した もの とみな し,こ れ に不服が ある場
合 は,'11「1堵訴訟(確 認訴訟)を 提起す る ことができる もの と解す るの も
一一案で あろ う丁㌔
lG9!これ につ いて はhtしp二//www.soulnu.go.jp/menu_04 lc_houan.htmlを参II(㌔
㈹ た だ し,こ の 制度 の 対 象 は,行 政 指 導 の 「根 拠 とな る規 定 が 法 律 に 置か れ て い
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アメリカにおける個別的行政解釈の司法審査と宣,粕勺命令
いずれにせよ,私 人に,個別的行政解釈に従 うことを,実 質的に強制 し
ておきながら,これを司法審査の対象外とすることについては問題が大き
い。司法審査を可能にするような法解釈,解 釈論で解決できないのであれ
ばさらなる法改itが必要とされるところであろう。
るものに限る」とされているので,法 律に根拠のない行政指導で,個 別的行政解
釈が提示された場合は,ど うするのかという問題が残る,
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